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1．データ主導社会とは何か
　最初にデータ主導社会について解説する。図1の下半分が
リアルな社会、上半分がサイバー空間を示している。リア
ルな社会には、IoTや様々なセンサー類があり、ここでデー
タが収集される。これが集約されると、サイバー空間にお
いてビッグデータとなる。このビッグデータを人手で解析す
るのは大変であるため、AIを使って解析を行うこととなる。
　ただ、解析を行うこと自体が目的ではなく、これをどの
ように活用していくのかが重要となる。具体的には、社会
が抱えている様々な課題を解決するためのソリューションづ
くりにこのデータの解析結果を利用していくこととなる。つ

まり、データというものがリアルな社会と、サイバー空間と
の間を循環して、社会課題の解決を目指すのがデータ主導
社会である。このソリューションも1回つくったら終わりとい
うものではなく、さらにIoTのデータを収集して解析を行い、
そのソリューションのパフォーマンス改善に役立てていくと
いう循環が、絶え間なく行われていくことになる。
　データの重要性について、このコロナ禍で代表的な事例
となったのが、図2に示した13都道府県での主要駅の人の
流れのデータである。これは、匿名化されたデータを携帯
各社から頂き、内閣府、内閣官房にも提供し、マスメディ
アなどでこれが報道された。それによって、人出が多い所
への外出は自粛しましょうといった流れにつながったもので
ある。つまり、個々のデータを集約し、それを見える化を
することによって、人々の行動変容をもたらしていくとい
う、1つの代表的な事例になったものと考える。
　2000年にIT基本法が制定された。当時は「e-Japan」と
いわれ、デジタル技術を積極的に活用していこうとうたわれ
ていたが、それから20年たった現在でも、日本のデジタル
化には課題が多いというのが大方の認識である。
　従来のデジタル化は、行政、医療というように、個別
分野ごとにデジタル技術を導入していこうとうたわれてい
たが、必ずしも十分ではなかった。いま必要なことは、そ
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■図1．データ主導社会

■図2．特定警戒13都道府県の主要駅における人の流れ
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れぞれの領域を超えたデータ連携の実現である。それぞ
れの領域のデータが連携し、あたかも1つの生態系のごと
く動く、System of Systemsという考え方が重要になって
くる。
　現在、政府では、司令塔としてデジタル庁、具体的には
デジタルガバメントを中央政府や地方政府で実現した上で、
それぞれのシステムに横串を通すものとして、マイナンバー
やマイナンバーカードを活用していこうという検討を進めて
おり、2020年末までに具体的な方針を政府として固めてい
こうと動いているところである。

2．第5世代移動通信システム（5G）
2.1　5G戦略

　携帯電話のシステムはおおむね10年に1回、世代替わり
してきた。現在我々が主として使っているのが第4世代で、
いよいよ2020年から第5世代（5G）が始まっており、この間
の技術の進歩というものは目覚ましいものがある。
　5Gには、超高速、超低遅延（データの遅れが非常に少
ない）、多数同時接続（多くのものが同時につながる）とい
う3つの特徴があり、まさにIoTの時代にふさわしい携帯電
話システムだといえる。超高速に注目が集まりがちだが、
どちらかというと5Gの特性は遅延が少なく、多くのものに
同時に接続することができる点で、ここに大きな社会的イ
ンパクトがあると思われる。
　超低遅延の特徴は自動運転、遠隔医療という分野での
利用が期待される。また、スマートシティのようなケースで
は、多くのIoT機器、センサー類がインターネットにつなが
りデータが収集されるが、このスマートシティの構築に5G

が大いに役立つと期待される。5Gは既に2020年から始まっ
ているが、これは携帯電話事業者各社が全国エリアをベー
スに展開していく商用のネットワークで、総務省ではこれと
は別に、ローカル5Gという取組みを進めている。ローカル
5Gというのは、エリアがかなり限定されてはいるが、例え
ばスタジアムの中、工場の中、農場などの限られた地域で、
企業や、自治体等、携帯電話事業者ではない方に5Gを利
用していただこうという取組みである。商用ネットワークの
5Gはエリア展開がなかなか進まないという地域でも、5Gシ
ステムを独自に構築し、利用できるというメリットがあろう
かと思う。総務省では現在、ローカル5Gについての様々な
開発実証を行っており、2021年度も最重点施策の1つとして
掲げている。
　5Gとそれを支える光ファイバの整備について、総務省では
2019年6月、ICTインフラの地域展開マスタープランを公表
し、2020年7月にリバイスした（図3）。この中で、携帯各社
の5G基地局の開設計画について、当初は8万局程度を整備
するということだったが、現在の計画ではこれを大幅に前
倒した上で拡充し、21万局以上の整備を目標としている。
また、2020年に5G投資促進税制を創設し、携帯電話事業
者の5Gだけでなく、ローカル5Gの整備の場合についても
15％という非常に大きな税額控除を受けることができる。
　光ファイバについては、現在98％強の整備率だが、でき
るだけ早く100％に近付けるため、2020年度の第二次補正
予算で約500億円の予算を計上している。当初は2023年度
末までに全国整備をほぼ完了させようという目標だったが、
2年前倒しをして2021年度末には完了したいと考えている。
ただし、これでも残る18万世帯（実際にはもう少し少なく
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なる見込み）については、光ファイバでは経済合理性に欠
けることもあり、無線でのアクセスでカバーしていくことを
考えており、全国すべての世帯でブロードバンドが使える
めどが立ってきた。
　ローカル5Gの開発実証について、2020年度は19のプロ
ジェクトを全国で展開することにしている。農業、防災、
モビリティ、地場産業の振興など、様々な分野で開発実証
を行うが、その成果が各地域で閉じてしまわぬよう、ここで
生み出されたソリューションは横展開ができるようにしてい
こうと考えている。そのためには、こうした公共アプリケー
ションをまとめたSaaS型のセンターをつくり、そこからそれ
ぞれの地域にソリューションの提供を行う仕掛けも検討し
ている。
　これまでの説明を図4に整理する。一番下にネットワーク
整備（5G、光ファイバ、ローカル5Gの取組み）がある。こ

の基盤の上に様々なICTの利活用、地域課題の解決モデ
ルの実証というものがあり、これらを集約した1つの姿がス
マートシティである。これまでは医療のICT利活用モデル
や教育のICT利活用モデルのように、目的ごとに同じよう
な仕組みをたくさんつくってきたが、これを集約してスマー
トシティという、1つの都市OSをつくり込んでいこうという
動きである。
　この動きも総務省だけで進めるわけにはいかない。総務
省はデータの収集、連携を行うプラットフォーム機能を担
い、国土交通省は、スマートシティを都市計画にどう反映
させるのかといったところを担っている。全体のスマートシ
ティのアーキテクチャは内閣官房でつくっており、これも連
携させながらスマートシティのつくり込みをしている。こう
したスマートシティに集まってくるビッグデータのいくつかの
層を統合しながら、ICTを使ったまちづくりや社会課題の
解決につなげていきたいと考えている。

2.2　Beyond 5G戦略

　技術革新が激しいICTの分野で、ネットワークの在り方
そのものも大きく変わっており、ソフトウェアディファインド
になってきている。従来、ネットワークを構成する機器はそ
れぞれの役割ごとに色分けをされ、専用機器という考え方
であった。これからは汎用機器（ホワイトボックス）が使わ
れるようになり、それぞれの機能の定義はソフトウェアで
行う。ハードとソフトが分離して、ソフトウェアによりハード
ウェアの機能を定義していく時代になる。（図5）
　機能を定義するソフトウェア群はクラウドで提供されるほ■図4．Society5.0時代におけるICTインフラを活用した地域課題解決

■図5．急速に変貌するネットワーク
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か、ネットワークの機能そのものを制御する際に、人手を
かけるのではなく、AIによるネットワーク制御、つまりネッ
トワーク制御を自動的に行うオーケストレータという機能を
ネットワークが実装していくこととなる。また、現在のネッ
トワークは、様々な用途に使われるパケットが混在する形
でネットワークの中を流れているが、ネットワークスライス
の技術により、異なる要件のサービスごとに仮想的にネッ
トワークを分けて、スライスしてトラヒックを送ることが可
能となり、特に混み合っているエリアでネットワークリソー
スを集中して集めることができるようになってくる。
　ネットワーク技術が変化していく中、総務省では、次の
6G（Beyond 5G）に向けた検討を始めている。携帯電話の
システムは、おおむね10年に1回世代替わりをしているため、
5Gの次のBeyond 5Gが目指す社会というのは、2030年ご
ろの実用化ということになり、Beyond 5Gで求められる技
術というものの開発に、今から着手していく必要があるだ
ろうと考えている。
　他国の状況としては、積極的に動いているのが中国で、
工業情報化部でIMT-2030として次世代標準の研究が行わ
れていたり、科学技術部でも6Gの研究開発が進み始めた
りしている。あまり大きな動きの見られなかったアメリカで
も、2020年3月にSecure 5G and Beyond Actという法律が
成立し、6Gも見据えた形での研究開発を含む実施計画を
策定している。韓国では、科技情報通信部においては、明
らかに6Gを狙っていると思われる戦略をつくり、5年間で
200億円をコア技術の開発に投資するという宣言をしてお
り、各国とも、それなりの動きが出てきている。
　その中で2020年6月に総務省で作成したBeyond 5G戦
略は、いわゆる6Gのスペックとして5Gのスペックをもう一段
上に上げていくということで、これがつまり超高速、超低

遅延、超多数同時接続である。ただし、5Gの3つの特徴
を単にスペックアップするだけでなく、他にも考える必要の
あるものを図6にまとめた。
　こうした絵姿を描きながら今回のBeyond 5G戦略の中で
は3つの柱を立てている。1つ目が研究開発戦略、2つ目が
今回特に重視している知財・標準化戦略、そして3つ目が
Beyond 5G readyな環境を実現するための展開戦略であ
る。つまり今の5Gをいかに社会システムに実装させるかと
いうことだ。この3つについて、それぞれ予算措置も講じな
がら進めていきたいと考えている。

3．サイバー空間における新たなルールづくり
3.1　プラットフォームサービス

　Google、Apple、Facebook、Amazonなどプラットフォー
マーというレイヤで見ていくと、彼らは検索ビジネス、ショッ
ピングモール、認証、SNS、App Storeといったものを提供
しているが、他方、端末レイヤに対しても大きな影響力を持っ
ている。AndroidやiOSというOS、Google IDやApple ID
といったような認証基盤でマーケットを囲い込んでいこうと
している。また、AmazonやNetflixのようにコンテンツ、あ
るいはGoogleマップのように地図など、コンテンツやアプリ
ケーションそのものにも進出してきている。
　彼らはなぜ強くなってきたのか。1つには、プラットフォー
ムの世界は両面市場だということだ。利用者からすると、例
えばGoogleのサービスを無料で使うことができる。他方、企
業は広告料を支払ってユーザーに対し自社の商品をPRする
ことができる。つまり、プラットフォームというものをサンド
イッチの中身にして、上のほうに企業群があり、下のほうに
利用者がいて、全体のエコシステムが回っているのである。
　このプラットフォームビジネスの場合には、ネットワーク
効果というものが働く。より多くの利用者を有しているプラッ
トフォーマーはより多くの利用者情報を集めることができ
る。より多くの利用者情報にアクセスできるので、より多く
のコンテンツプロバイダーや企業が集まってくる。そうする
と、多種多様なサービス、商品が提供されているというこ
とで、プラットフォームの魅力が高まり、さらに利用者が集
まるという循環を繰り返すことになる。いわゆる雪だるま効
果である。
　特にデジタルコンテンツの場合には、追加で生産、製造
をするコストである限界費用がゼロであることから、スケー
ルアウトするという強烈な特徴がある。大量の利用者情報
を集積して市場支配力を高めていき、さらにサイバー空間
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■図6．Beyond 5Gに求められる機能等
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には国境がないため、市場のグローバル化にうまく乗って
いくという特徴もある。

3.2　改正電気通信事業法

　こうした中、日本で提供されているサービスには日本の
法律が適用されるのだが、例えばGoogleのGmailは外国に
あるサーバでサービスが提供されている。外国のサーバか
ら日本向けにサービスを提供している場合に、日本の法律
が適用できるのかという問題が総務省でも議論された。こ
れまでは電気通信事業法を、このような海外サーバ経由で
日本に提供されるサービスには適用してこなかったという
歴史がある。
　しかしながら、法律の属地主義に基づいて考えると、日
本の国民、利用者を保護することも必要なので、今回、電
気通信事業法を改正し、海外から日本に向けてサービスを
提供する事業者の場合には、国内の代表者を指定するとい
う義務を課し、電気通信事業法に違反した場合には、そ
の非違行為を公表するなどの業務改善命令なども出せるよ
うにしている。これは国境を越えるサービスがどんどん出て
くる中で、おそらく他の業態でもこれから遭遇していく問
題かと思われる。
　例えば、Gmailのサーバが止まったときに大きな影響が
日本国内に出るが、そういった重大事故の報告を総務省に
していただくことになる。それから、メールサービスあれば、
通信の秘密をきちんと守る必要があるが、これについても
日本の電気通信事業法に基づき通信の秘密を守っていた
だく。そうした規律を直接的に適用することになる。この
改正法は2021年4月に施行予定である。

3.3　トラストサービスの在り方

　総務省では、現在、トラストサービスの在り方について
検討を行っている。これは、例えばテレワークをしているが、
はんこをもらうために1週間に1度は電車に乗って会社に行
かなければいけない状況をなくすにはどうすれば解決でき
るかということだ。

　これらのうち、電子署名以外のeシール、タイムスタンプ
の拡充については、現在、総務省の研究会で検討している。
こうした包括的な1つのシステムがeデリバリーやトラスト
サービスといわれるものである。ヨーロッパでは既にeIDAS
という制度ができており、日本もこれに追い付かなければ
いけない。DFFT（Data Free Flow with Trust）の世界
実現のため、内閣官房とも相談をしながらこの施策を進め
ている。

3.4　フェイクニュースや偽情報への対策

　フェイクニュースへの対策は、ここ数年、急速に議論が出
てきている分野だ。欧州委員会では、プラットフォーマーが
どういう行動をすべきなのかを行動規範（Code of Practice）
という形にまとめ、プラットフォーマーは行動規範遵守に合
意し、取組状況を欧州委員会に報告する。報告を受け、欧
州委員会は取組状況ついての評価を行う。この仕組みは法
律で縛るものではなく、民間の完全な自主的規制でもなく、
官民が合わさった規制、いわば共同規制（co-regulation）
と呼ばれるアプローチである。
　総務省においてもプラットフォームサービス研究会を開催
し、10の柱から成る政策を整理した。これはあくまで「表
現の自由」「報道の自由」を守る観点から、自主的なスキー
ムを尊重することが基本的な方針である。
　まず、我が国におけるフェイクニュースの実態を把握する

■図7．プラットフォームサービスの特徴

■図8．トラストサービスの在り方
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ため、2020年6月、コロナ禍におけるデマ・フェイクニュー
スの流通状況に関する調査を実施した。また、多様なステー
クホルダーによる協力関係の構築のため、「Disinformation
対策フォーラム」を民間主導で同月に設置している。
　また、2020年5月、新型コロナウイルス感染症に関する
情報流通調査（図9、インターネットでのアンケート調査）
を行ったところ、調査対象者は、コロナ関連情報を1日に
何回も調べていることが分かった。偽情報を信じたと回答
した28.8％は若い人がほとんどであったが、信じたわけで
はないが正しい情報かどうか判断できなかったという回答
が76.7％もあり、これを加えると年齢層による差異はほとん
どないといえる。

　偽情報は、家族や友人との会話・電話・メール・LINE
で拡散した割合が多く、意外にもSNSで拡散した割合が
低かったのが特徴的だ。そして、偽情報に気付いたきっか
けは「テレビで知った」が1番多かったということで、非常
に興味深いデータが取れた。

3.5　ネットワーク上の混雑について

　ネットワーク混雑への対応は、コロナ禍が始まる前から
総務省では検討を始めていた。現在の固定通信、移動通
信は、いずれも年率2～3割程度増えている。特にサブスク
リプション型の映像サービスが普及するのに伴い、ネット
混雑が増え、悪化してきている。
　電気通信事業法には「利用の公平」という項目があり、

「電気通信事業者は、電気通信役務の提供について、不当
な差別的取扱いをしてはならない」と規定してある。他方、
優先制御という考え方があり、例えば自動車と自動車との
間の通信、つまり自動走行の際の通信のパケットは、優先
しないと車がぶつかる可能性がある。遠隔医療のパケット

も優先しなければならない可能性がある。そう考えると、
すべてのパケットを同等に扱うのはむしろ合理性を欠くので
はないかということで、こうした例外的な扱いをするのはど
ういう場合かという議論が出てくる。

　また最近では、特定の動画サイトについては通信量にカ
ウントしない、いわゆるゼロレーティングというサービスが
たくさん出てきている。しかしながら、見ている人と見てい
ない人のコスト負担の公平性はどうなのかという問題もあ
る。これらの点について、総務省ではガイドラインを作成
した。どのような場合に差別的な行為になるのかとか、個
人情報の取扱いにどのように気を付けなければいけないの
かというものを整理して公表している。
　コロナ禍で通信混雑がどのくらい増えたのか。2020年4月
の非常事態宣言後、日本も通信量が大幅に増えた。とり
わけ平日の昼間の増加が顕著で、最も伸びたところで平常
時よりも6割程度増えている。休日の昼間でも1～2割程度
増えている。平日夜間は1割程度しか増加していない。日
本のインターネットはこの期間、十分余裕を持って対応する
ことができた。
　ただ、これはあくまで全体像であり、インターネットがど
こで詰まるのかについては、いろいろなところにチョーキン
グポイントがある。マンションの例でいえば、マンションの
引込線が共有されていて、利用者が増えるとシェアする形
で帯域の幅が絞られてしまうことも考えられる。コンテンツ
の配信サーバのところでアクセス網が詰まっているかもしれ
ない。こういうことで全体像が分かりにくい面がある。
　そこで2020年4月にCONECTという協議会を立ち上げ
た。コロナの直前に立ち上げたものだが、非常事態になっ
た後、このCONECTがうまく機能した。関連する34社

（Google、Amazon、MS、Netflix、ソニー、CDN事業者、

トピックス

■図10．ルールが必要な具体的事項と中立性確保の仕組み

■図9．新型コロナウイルス感染症に関する情報流通調査（20年5月）
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ISP事業者、キャリア等）に集まっていただき、現状の情
報共有、あるいは大規模なアップデートの対応などの情報
交換を行った。こうした取組みは非常に重要で、今後さら
に強化していきたいと考えている。

4．COVID-19がもたらしたもの
　2020年4月に厚生労働省の新型コロナに関連する専門家
会合でまとめた「人との接触を8割減らす、10のポイント」
というものがある。そのうち大半はICTがなければできな
いものであり、デジタル技術が重要であることが明らかで
ある。リアル空間でCOVID-19がまん延するとなると、直
ちにサイバーのほうに活動を移す、いわゆるCyber Physical 
Systemを実現することが極めて重要になってくるし、今回
のパンデミックのような外的ショックに強い社会経済システ
ムというものは、デジタル化によりつくり出していく必要が
あるだろうと考える。
　また、今回もモバイル空間統計のようなモバイルの人流
データについても、どこまで細かいものを把握すべきなの
かということが、政府部内でもかなり議論された。政府に
よる国民利用者のデータの利活用及びその保有について、
適正なバランスは何かということをさらに考えていく必要が
あると思われる。
　中国においては、個人のデータを細かく把握しており、
個人ごとに信用度をつくるという、芝麻（ゴマ）信用といわ
れるものもある。こうした世界観はデジタル・レーニン主義
といわれていて、自由主義を標榜する日本においてはなか
なか受け入れられない部分であるが、こういったことも今
後は引き続き検討していく必要があると思われる。
　サイバー空間は国境がないのが特徴であるが、他方、各
国で取り組んでいる感染症対策は極めてローカルな、国境
の中に閉じた問題である。そこで最近メディアでも指摘さ
れているが、自国第一主義や、経済のブロック化に関する
懸念も明らかに高まってきている。
　外交の分野においても、人の移動ができないときに、国
と国の対話がビデオ会議に限定されているが、この状態が
長く続くと国際的な相互理解というものを損なうような事態
にもなりかねない。そういった中で、米中のデカップリング
といわれるデジタル覇権の話もより深刻になってきている。
国際機関の果たすべき役割はWTOだけにはとどまらず、
ITUを含め、様々な国際機関が、人類全体が関わるような
問題に対しどのような役割を果たしていくのかということ
も、改めて問われているのではないかと思う。

　また、偽情報がコロナ禍において大量に世に流布したが、
こうしたフェイクニュース対策について、一部の国では政府
が取り締まる形を取っている。しかし、そこは「表現の自由」

「報道の自由」という観点から政府は謙抑的であるべきだと
考えており、今後、国際的な議論を重ねていく必要がある
と思われる。
　今後ポストコロナを見据えた新しい産業の育成としてどこ
に力点を置くのかということを考えた場合に、今回の各省
庁の概算要求を見ると判を押したようにDX（デジタルトラ
ンスフォーメーション）となっている。ただ、それが単に
ICT機器を導入するだけにとどまると何の広がりもない。デ
ジタル関連投資をデータのビジネスに結び付けていくのか、
新しい市場の成長に結び付けていくためにどうすればいい
のか、また、Beyond 5Gのような研究開発の核となる分野
をつくっていくという議論をさらに進める必要がある。

5．サイバー空間の“トラスト”を実現する
　私はかつてNISC（内閣サイバーセキュリティセンター）
でサイバーセキュリティの仕事もしていた。そこで必ず出て
くるのが3つの要素、利便性・セキュリティ・プライバシー
である。デジタル技術を使って利便性を高めるが、他方で
セキュリティ、プライバシーはしっかり守らなければいけな
い。
　ただ、セキュリティがあまりにも強固なシステムを組むと、
当然利便性が損なわれることとなり、利便性とセキュリティ
には二律背反の部分がある。また、それぞれの個人がネッ
ト上でどのような振る舞いをしているのかということを詳細
に分析すれば、それはセキュリティを高めることにはつなが
るが、プライバシーの観点から当然問題になる。また、個
人のデータを例えばGAFAに提供することにより、無料で
利便性の高いサービスを得ることが可能になるが、この利
便性とプライバシーの間にも二律背反の部分がある。
　この利便性・セキュリティ・プライバシーの3つのバランス
をどう取っていくか。これが今後のデジタルエコノミーを考
えていく上でも、引き続き、われわれ一人ひとりが考えてい
かなければいけない問題であり、この3つのバランスがうま
く取れている状態こそが、サイバー空間におけるトラストが
存在している状況ではないかと考える。

※本記事は、2020年10月6日開催の第52回世界情報社会・
電気通信日のつどい記念式典での講演をリライトしたも
のです。（責任編集：日本ITU協会）
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1．あいさつ
　2021年2月9日よりアジア電気通信共同体（Asia-Pacific 
Telecommunity：APT）の事務総長＊1に就任いたしました。
2020年12月に開催された総会（General Assembly, GA）
における選挙で当選したわけですが、これもひとえに関係
者の皆様、特に日頃からAPTの活動にご参加いただいて
いる方々の貢献の一つひとつが「日本」に対する信頼の蓄
積となり、加盟各国からの支持につながったおかげと感謝
しています。事務総長に就任し、今後様々な取組みをして
いく所存ですが、今回はその全体像を紹介した上で取組み
プランの一端に触れてみたいと思います。

2．APT活動の役割と機能
　広報分野の努力不足もあってか、時々APTは国際電気
通信連合（ITU）のためにアジア太平洋地域において活動
する機関のように勘違いされることがありますが、APTは独
自のミッション＊2と活動内容を持ち、キャッチフレーズとして

「アジア太平洋地域においてICT分野に特化した唯一の国
際機関」をうたっています。他方、ITUにはアジア太平洋
地域を含む世界各地域に地域事務所があります（ITUアジ
ア太平洋地域事務所はAPT本部と同じタイのバンコクに所
在し、お互いのオフィスの物理的な距離は2キロ程度です。

近くITU地域事務所は引っ越しをする予定で、実現すれば
APT事務局とは通りを1つ挟んだ反対側の隣人同士となり
ます）。もちろんITUはAPTにとって最も重要なパートナー
機関の1つであって、多くの方がご存知のように業務上でも
緊密なやりとりを日常的に行っています。そのようなITUと
APTの連携が、APTの活動の上でどのような位置付けに
あるのかを含め、以下APT活動を紹介していきたいと思い
ます。
　まず全体像の把握です。APTという組織の活動を概観す
る場合には、視点の持ちようによっていくつかの側面に光
を当てることができます。第一に国際機関としてカバーして
いる活動の分野の側面からは、国際公共政策における政策
調整、人材育成、開発援助のそれぞれの分野を三位一体
として活動しています（図1参照）。これらを機能として見
てみると、私が事務次長選挙の候補者として立候補した際

（2014年）にキャッチフレーズの一環で示したものですが、
APTが行っている活動は“Consolidate Regional Voice”

（地域の声の集約）と“Promote ICT Development in the 
Region”（地域のICTの発展支援）の2つの機能に分けられ
ます（図2参照）。
　上記を踏まえた上で、現在行っているAPT活動全体を
眺めると、図3「APT活動の全体像」のようになります。

これからのAPT：2021年バージョン

近
こんどう

藤　勝
まさのり

則アジア電気通信共同体　事務総長

トピックス

■図1．APT活動の分野による分類（国際公共政策の三位一体活動）

＊1　これまで英語のSecretary Genelralに対して「事務局長」、Deputy Secretary Generalに対して「事務局次長」の訳語を使用し
てきましたが、今後はそれぞれ「事務総長」、「事務次長」の訳語を使用することになりました。

＊2　APTの憲章において“to foster the development of telecommunication services and information infrastructure throughout 
the region with a particular focus on the expansion thereof in less developed areas.”と規定されており、具体的な手段と
して「ICTインフラとサービスの普及・促進」、「共通関心分野での協力」、「ICT政策・規制の調査研究・分析」、「ICT発展に向
けた技術移転・人材育成」及び「世界への発信力強化のための域内政策調整」の5つが挙げられています。
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ご自身が参加される会合、あるいはご提案いただくプロジェ
クトやトレーニングコースがAPT活動全体の中でどのよう
な位置付けにあるものなのか把握していただけると思いま
す（ITU conference関係の準備会合は「地域の声の集約」
の一環となります）。

3．2021年に取り組むこと
　事務総長就任後取り組んでいきたいことは大きく2つの
側面に分けられます。
　1つは事務局内部の運営について、もう1つは図3で示した
それぞれの活動（Work Programme）についてです。まず
事務局内の業務関連では、現行のAPTウェブサイトを可及
的速やかに更改します。また、現在のレジストレーション手
続きの簡素化・効率化・システム化にも着手します。それ
以外にもインターンの受け入れ、契約コンサルの活用など、
組織の活性化と柔軟性確保、既存リソースの有効活用など、
APTが組織として基礎体力を養いつつ、情報発信力を強

化して新たな高みに飛躍できるようにしたいと考えていま
す。このような組織としての基礎体力を向上させ、APTが
地域の発展に寄与していくことは、ICTの利活用の有無が
直接人々の生活に影響を与えている現状において特に重要
になっています。これまではICTの重要性の理解を広める
こと・深めること自体が一つの大きな政策課題であったわ
けですが、COVID-19の影響でその部分の課題は一気に
埋められ、今後アジア太平洋地域のデジタルトランスフォー
メーションを牽引していくべき存在としてAPTへの期待値は
高くなっています。もちろんデジタル・ディバイドの現状が
突然解消されたわけではなく、インフラ面からICT利活用
面までの課題は依然として、むしろより顕在化し深刻度合い
が増したかたちで、存在しています。だからこそAPTへの
期待が高まっているわけですが、そのような期待にしっか
り応えていくためには、事務局の事務処理・遂行といった
基礎体力の充実と組織としての新陳代謝の維持・向上が
不可欠です。細マッチョな組織を目指します。

■図2．APT活動の機能による分類

■図3．APT活動の全体像
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　2つめの活動（Work Programme）については、既存の
Work Programmeの見直し・充実（図4）と新規活動への
チャレンジです（図5、6）。図4で示している（色を強調し
ている）既存のWork Programmeは、目的の再構築といっ
た内容面や成果主導型（output oriented）への転換といっ
た運営面などでまだまだ改善の余地があり、参加されてい
る方々からも様々なアイデアをいただいたりするので、それ
らを実践していくことで一層の充実を図っていきます。
　図5は、今後新規に着手していきたい活動分野を示してい
ます（色を強調している部分）。その詳細はメンバーの方々
の意見を反映させながら企画案を精査していくことになり
ますが、既に少しずつブレストしたり、関係者からのヒアリ
ングをしたりしながら案を練っているところです。なお、こ
の場を利用して今後のプランとしてお話ししたいのが、図6の
広報（Public Relation）の部分です。これまでのAPTは、
広報（対メンバー、対パブリック）という面では非常に脆弱
であり、加盟国・メンバー各社様とのコミュニケーションに
は改善の余地が大いにあり、またメンバーの立場からすれ
ば、APTの会合に出席する以上の関係性が構築できていた

とは言えないと思います。この点で今後更改する予定のAPT
ウェブサイトを活用し、例えば、私が事務次長時代に始め
た「Insight of the Top」のコーナーに各社トップの方のイ
ンタビューを掲載したり、メンバー国・各社がアピールした
い5Gのユースケースの紹介コーナーとか、任意でメンバー
各社の企業紹介ページのアップロードをしてもらったりする
ことなど、APTの広報とともにメンバー国・各社との相互
の関係を深め、それぞれの広報にAPTを活用してもらうこ
との可能性を模索していきます。

4．おわりに
　ここで述べたこと以外にも、活動の3本柱のうちの重要
な2本、人材育成（トレーニングコース）と開発援助（Extra-
Budgetary Contribution、任意拠出金によるプロジェクト）
について、現在のやり方や内容がベストなのかどうか、仕
組みや内容、選考プロセスからフォローアップ、効果測定
や評価、出口戦略の構想のあり方など、その見直しをして
いきます。事務総長の任期は2024年2月までとなります。今
後3年間全力を尽くしていきたいと思います。引き続き、皆
様のご指導・ご鞭撻をよろしくお願いします。

トピックス

■図4．Promote ICT Development Structure

■図5．Challenge（new activity）

■図6．Governance Activity
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1．はじめに
　ローカル5Gは、地域のニーズや産業分野の個別ニーズに
応じて、様々な主体が柔軟に構築／利用可能な新しい移動
通信システムであり［1］、携帯電話事業者による5Gエリアが
すぐに進まない地域での利用や、Wi-Fiと比較して高速大
容量かつ広域をエリア化可能な5Gの特長を活かした新たな
利用が期待されているところである。
　NTT東日本では2011年以来、スマートフォン等のモバイ
ルデバイスの普及を受けWi-Fiをはじめとした法人向けのプ
ライベートネットワークサービスを提供しており、「ギガらく
Wi-Fi」サービスでは、これまでに20万を超えるアクセスポイ
ントの導入を行っている。また、農業分野や自治体での河川
監視等の広域エリアカバーが求められる分野では、LoRaや
EnoceanといったLPWAネットワークの構築も進めている。

　ローカル5Gも、こうした法人向けプライベートネットワー
クのひとつとして活用可能なものであると期待しており、従
来、Wi-Fi等ではカバーが困難であったニーズへのエンドポ
イントソリューションとしてラインナップ化を目指していると
ころである。
  本稿では、2019年12月のローカル5G免許受付開始時より
取組みを進めてきた「ローカル5Gオープンラボ」を中心に、
NTT東日本とパートナーとの共創事例について紹介する。

2．「ローカル5Gオープンラボ」
2.1　設立の背景

　ローカル5Gは、無線技術やネットワーク技術等について
専門的な知識のない利用者や地域の企業等の潜在的な
ニーズ［2］を充足することが求められている一方で、その導

■図1．「ローカル5Gオープンラボ」概要

「ローカル5Gオープンラボ」による
共創活動

渡
わた

辺
なべ

　憲
のり

一
かず

東日本電信電話株式会社　ビジネス開発本部

特　集　  ローカル5Gの展開
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入期にあっては、免許の取得や、低廉化が進んでいない
機器の導入等、利用までの障壁も低いものではない。そこ
でNTT東日本では、様々な自治体・企業がオープンに参
画し、ローカル5Gのユースケースを実証可能な環境の実現
を目指し、2019年10月に日本で初めて産学共同の実証環
境である「ローカル5Gオープンラボ」を国立大学法人東京
大学（大学院情報学環中尾彰宏研究室）と共同で設立し
た［3］。また、2020年2月からは東京都及び東京大学とロー
カル5Gの環境整備・利活用に関する連携協定を締結し、
産業の活性化やイノベーションの創出に向け、「ローカル5G
オープンラボ」等での研究・検証を開始した［4］。
　「ローカル5Gオープンラボ」では、2020年末までに100団
体以上の自治体・企業と実証に向けた議論（施設見学等を
含む）を進めているところであるが、ここでは同施設の概
要とともに、前述の東京都との取組みを中心に2件の実証
事例を取り上げる。

2.2　実証環境（2020年12月時点）

　2019年12月に制度化がなされた「ミリ波（28.2～28.3GHz）」
に対応するマルチベンダシステムの実証環境を整備してお
り、今後は2020年12月より開始した「Sub6（4.7GHz帯）」
用システム等にも対応予定。2020年12月時点の実証環境諸
元は以下のとおり。
○検証ルーム

機器の持ち込みの可能な約100平方メートルのクローズな

検証スペースを提供
・ローカル5G NSA（28.2GHz～28.3GHz）
・ローカル5G対応端末（CPE）
・シールドボックス（電波暗箱）
○オープンスペース

集中して作業できる個別ブースに加え、コワーキングス
ペースやソリューション展示スペースを提供
○カンファレンスルーム

検証後の打ち合わせや、商談などが行えるスペースを提供
○スマートイノベーションラボとの連携

AIやIoT技術の社会実装に向け、GPUリソースを用いた
共同実証環境「スマートイノベーションラボ」と連携

3．パートナーとの取組み事例
3.1　東京都立産業技術研究センターとの取組み

　東京都、東京大学、NTT東日本は、ローカル5Ｇの活用
に係る協定を受け、東京都が2020年6月にローカル5G基地
局の免許を地方自治体で初めて取得し、2020年10月に地
方独立行政法人東京都立産業技術研究センター（以下、都
産技研）にローカル5Gミリ波環境を整備した。
　都産技研は、都内中小企業の振興を目指し先端技術の
社会実装支援や、DX（デジタルトランスフォーメーション）
化を進めており、公設試験研究機関として全国初となるロー
カル5G基地局の整備を行うことで、ローカル5G、ロボット、
IoTなどの活用支援を総合的に推進する［5］。

■図2．「ローカル5Gオープンラボ」内観

特　集　  ローカル5Gの展開
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■図3．「ローカル5Gの環境整備・利活用に関する連携協定」概要

■図4．地方独立行政法人東京都立産業技術研究センター 実証環境

■図5．「ローカル5Gオープンラボ」内 試験ほ場

　今後は、ロボットやIoT技術などに5Gの機能を付与した
活用事例の創出や、5G仕様デバイスなどの開発製品の性
能評価などにも対応する予定である。

3.2　東京都農林水産振興財団との取組み

　一次産業分野では、東京都の政策連携団体である公益
財団法人東京都農林水産振興財団と、「農業×ICT」の専

業会社である株式会社NTTアグリテクノロジーの三者に
て、ローカル5Gを活用した最先端農業の実装に向けた連
携を進めている［6］。
　この連携では、ローカル5Gにより超高解像度カメラやス
マートグラス、自律走行型ロボット等を活用し、従来現地
にて行っていた営農指導員による支援活動を遠隔拠点から
行うことで、高品質かつ効率的な活動の実現を目指してい
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■図6．「ローカル5Gオープンラボ」 の展望

る。また、将来的には取得した映像から生育状況や病害
虫診断を行い、スマートグラスによりリアルタイムに表示す
るなどデータを基にした最適な農作業支援の実現も視野に
入れる。
　2020年12月からは、「ローカル5Gオープンラボ」の5Gシ
ステムに接続可能な試験ほ場を整備し、ミリ波を利用した
実証を開始している。

4．おわりに
　ローカル5Gは、地域のニーズや産業分野の個別ニーズの
充足が期待されていることから、潜在的なニーズを抱える
パートナーとの共創が特に求められるものであるため、本
稿では、「ローカル5Gオープンラボ」を中心にNTT東日本と、
多様なパートナー法人との共創事例について取り上げた。
　「ローカル5Gオープンラボ」では、ローカル5G技術の実
証を行うオープンな場として一層多くのパートナーとの共創
活動を推進していくため、Sub6（4.7GHz帯）環境対応や、
さらなるマルチベンダ化、屋外実証環境の整備など時機に
応じた拡充を推進する予定である。
　また、NTT東日本では、「ローカル5Gオープンラボ」に
加え、NTTe-Sportsの有するeスポーツ施 設「eXeField 
Akiba」、NTTアグリテクノロジーによる山梨県の自社農場、
NTT ArtTechnologyによる文化施設など、地域活性化の
可能性を持つ共創施設を運営しており、これらの施設と

「ローカル5Gオープンラボ」を連携させ、業務からローカル
5G技術までをワンストップで提供できる体制を整えること

で、ローカル5Gの社会実装への取組みをさらに加速させて
まいりたい。
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1．はじめに 
　現在、日本におけるローカル5Gは導入期として立ち上が
りつつある段階である。2020年12月の制度整備や認知度
の向上により、更に導入が進み成長期に入ると推測する。
成長に向け、ローカル5Gが有効となるユースケースを広げ
るべく、「地域課題解決型ローカル5G等の実現に向けた開
発実証」［1］等の5G等を活用した実証が多数行われている。
　5Gは、つなぐ対象となるデバイスとユースケースが極めて
多様であり、システムやサービスは、既存の発展形だけで
はなく、新規開拓する場面が増えると予想される。特に、
ローカル5Gを活用したシステムを構築するためには、利用
ケースやビジネススキームに最も適した性能、信頼性の高い
ネットワークの構築と展開、さらには5Gの機能をシステムレ
ベルで最大限引き出すための高度なデータセンターやクラ
ウド利用など、総合的なソリューション提案が必要となる［2］。
　本稿では、2章にて2020年12月の制度整備について示し、
3章ではローカル5Gにおける総合的なソリューションの必要
性を解説し、4章以降にパートナー企業と富士通がそれぞ
れの知見や商品・サービスを基にシステムを統合し、企業
や社会の課題解決を図る「パートナーシッププログラム」の
取組みを紹介する。

2．ローカル5Gの新制度整備
　ローカル5Gは、2019年12月に一部周波数帯（28.2－28.3GHz
帯）が先行して制度化された［3］。2020年12月には、多様化
するローカル5Gニーズに対応するため、ローカル5Gの周波
数拡張など制度整備が行われた［4］。
　既に制度化されていたミリ波帯と比較し、追加されたサブ
6帯は遮蔽物に強く通信範囲の広さに特長を持つ。さらに、
制御信号用のアンカーとして4Gを利用するNSA（ノンスタン
ドアロン）方式に加え、5Gの電波のみを用いるSA（スタン
ドアロン）方式による早期のシステム構築が可能である。
これにより、システムに必要な機器が少なくなり、構築、
運用や保守がシンプルになるメリットがある。
　サブ6帯周波数の追加に加え、新たに整備された主な制
度を示す。
　 • サブ6帯周波数の追加（4.6－4.9GHz）

　 •ミリ波帯域幅の拡張（28.3－29.1GHz）
　 • 他者土地利用（一定条件下での自己土地利用への扱

いを追加）
　 •アンカーバンドの追加（1.9GHz）
　 • 変更手続きの簡素化
　 • 非・準同期運用の追加
　本制度は2020年12月18日に施行、ローカル5Gの拡張周
波数帯における免許申請等の受付が同日から開始され、製
造業やメーカー、地域通信事業者、大学や地方公共団体
が申請を行った［5］。当社も自社製造工場を含む複数拠点に
て自社開発したサブ6帯のSA方式及びミリ波の周波数帯域
幅の拡張の免許申請を行った。
　筆者が主査を務める第5世代モバイル推進フォーラム

（5GMF）［6］の地域利用推進委員会では、参加企業が中心
となり、ローカル5Gの無線局免許申請の具体的な手続きを
支援するマニュアルを作成し、公開［7］している。最新版で
は2020年12月の制度を反映した。免許申請を検討されて
いる多くの方に活用されることを期待している。

3．総合的なソリューションの必要性
　富士通では、2020年3月に国内初となるローカル5Gの商
用免許を総務省関東総合通信局から取得［8］、富士通新川崎
テクノロジースクエア（所在地：神奈川県川崎市）にて運用
を開始した［9］。同拠点内では、多地点カメラで収集した高
精細映像のデータ伝送にローカル5Gを活用し、AIによる
人の様々な動作解析で、不審行動などを早期に検知するセ
キュリティシステムを実現し、建物内の防犯対策を行ってい
る。システム構成を図1に示す。
　このような監視システムでは、現場に設置した高精細な
カメラの映像や様々なセンサで取得したデータを通じて検
知し、これを解析して現場の状況を正確に把握、瞬時に
現場へフィードバックできるシステムを構築する必要がある。
5Gの特長である高速大容量・低遅延・多接続を必要に応
じて柔軟に使いこなすことが重要となる。しかし、基地局
や端末だけを5G対応にしても、監視システムの高性能化は
実現できない。「センサ」でリアルな情報をデジタル化し、

「AI」で価値に変え、「セキュリティ」で守りながら「5G」

コラボレーションでひらくローカル5Gの未来
富士通のローカル5Gへの取組み
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富士通株式会社　5G Vertical Service室 エグゼクティブディレクター
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でつなぐといったように、技術を総合的に組み合わせてい
かなければならない。技術を連携させることで、今まで考
えられなかったようなワークスタイルを生み、ビジネスにお
いて、単なる手段の変革ではなく、ビジネスそのものを変
革することが可能となる。

4．ローカル５Gパートナーシッププログラム
　技術を活用し、多様なパートナーと共創してイノベーショ
ンを生み出すことは、様 な々社会課題を解決する重要な鍵の
1つである。パートナー企業と当社がそれぞれの知見や商
品・サービスを基にソリューションを統合し、社会の課題
解決を図る「ローカル5Gパートナーシッププログラム」［10］と
それらの検証施設「FUJITSUコラボレーションラボ」（図2）

（所在地：神奈川県川崎市）を開設した［11］。
　これにより、ローカル5Gネットワーク技術や幅広い業種
ノウハウを、プログラムの場で提供し、先端技術を持つパー
トナー企業とともに、ローカル5Gの様々なユースケースを創
出し、具現化させるとともに、お客様の現場への導入支援
に活用している。パートナーシッププログラム参加者は、ロー
カル5Gネットワークへの接続確認だけでなく、パートナー

企業のデバイスやアプリケーションも含めたソリューション
をつくり、課題解決の提案が可能となる。パートナーシッ
ププログラムは2つのサブプログラムで構成される。
　（1）接続検証プログラム
　（2）ソリューション共創プログラム

4.1　接続検証プログラム

　ローカル5Gネットワークに接続される製品と、当社のネッ
トワークとの相互接続性を確認する試験である。検証内容
は、接続確認、パフォーマンス試験などで構成され、機器
の種別や仕様に応じて実際に実施する試験項目を決定する。
機器の対象としては、各種センサ、カメラ、自動搬送機、
IoTゲートウェイ等である。通信チップメーカーの支援を得
ながら、国内外のパートナー企業とローカル5G端末の検証
を行い、現在は種類が少ないローカル5G端末の拡充にも
取り組んでいる。

4.2　ソリューション共創プログラム

　企業や社会が抱える課題に対して、ネットワーク技術や
幅広い業種ノウハウの知見を基に、パートナー企業の製
品・サービス・先端技術を統合し、ローカル5Gを活用した
業務革新や課題を解決するソリューションを共創するプログ
ラムである。本プログラムは、3つのコンポーネントで構成
されている。
①共創ソリューションの協働検討
　各種デバイス、ローカル5G、アプリケーション等をパー
トナーシッププログラム参加各社が持ち寄り、各社の知見
を基にソリューションの協働検討を行う。
②共創ソリューションの検証/デモ
　協働検討したソリューションをローカル5Gネットワーク環
境下で技術検証を行う。
③デモンストレーション・提案の協働実施
　ローカル5G導入を検討している企業や自治体に対して、
検証済ソリューションのデモンストレーション・提案を協働
で実施する。

5．FUJITSUコラボレーションラボ
　ローカル5Gを活用したソリューション共創や各種デバイス
の接続検証を行う施設「FUJITSUコラボレーションラボ」
を紹介する。
　現在、本施設のローカル5Gネットワークは、ミリ波帯の
5Gと2.5GHz帯の4GのNSA（Non-Stand Alone）方式で構

特　集　  ローカル5Gの展開

■図2．FUJITSUコラボレーションラボ

■図1．ローカル5Gを活用したセキュリティシステム構成
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成され、サブ6帯SA（Stand Alone）方式のシステム導入
を進めている。ローカル5Gネットワーク設備に加え、各種
計測機器やモニター、電波伝搬の擬似環境の再現に必要
な機材を準備し、活用シーンに応じた検証環境を構築する
ことが可能となっている。4Kカメラなどのデバイスも設置し
ているため、ローカル5Gの特徴である安定した大容量通
信による「高精細映像の伝送」を活用した検証が可能で
ある（図3）。また、パートナーとの検証スペース、開発や
打ち合わせを行うワーキングエリアがあり、接続検証及び
ソリューション共創を行っている。

6．ソリューション共創事例
　実際に行っているソリューション共創を紹介する。製造
現場のデジタルトランスフォーメーション（DX）に向け、ロー
カル5Gを活用してリアルタイムに施設内のデータを可視化
するシステムの有効性検証を日本マイクロソフト株式会社と
行った［12］。
　本システムは、「FUJITSU コラボレーションラボ」にお
いて、当社のローカル5Gネットワークを通して、同施設内を
動く人や無人搬送車両の高精細映像、カメラやモバイル端
末、サーバなどの稼働データをエッジコンピューティングプ
ラットフォームにて分析し、製造業向けアプリケーション上
で、人の行動や無人搬送車両の運航制御、設備の稼働状
況を一元的に可視化するもので、ローカル5Gとエッジコン
ピューティング・クラウド環境を統合することにより、ネット
ワークやアプリケーション処理の負荷に応じた最適なシステ
ムを実現させた。

6.1　検証目的

　製造現場で想定されるローカル5Gのユースケース及び
ローカル5Gを活用したエッジコンピューティングとクラウド
の統合システムの有効性確認が目的である。

　 • ローカル5Gネットワーク、エッジコンピューティングとク
ラウドシステムの統合による効果検証

　 • エッジコンピューティングによる映像分析、リアルタイ
ム処理の実現

　 • クラウドによる施設内設備・情報の一元管理の実現

6.2　システム概要

　図4にシステム概要を示す。検証構成では、ローカル5G
を活用した［高精細映像分析によるリアルタイムセンシング］
を実現するため、大容量映像データのAI分析にエッジコン
ピューティングを活用した。また、分析したリアルタイムデー
タを可視化し、統計的に分析、拠点間の分析データと連携
することを考慮し、クラウドとの連携機能を実装した。さ
らに、AI機能のバージョンアップに対応するため、エッジ
サーバへの配信機能の実装も行った。
①ローカル5Gを活用して人や無人搬送車両の動きを撮影し

た高精細映像、モバイル端末やサーバの稼働データを
「エッジコンピューティング」に伝送

②「エッジコンピューティング」上で、人や無人搬送車両の
動きのAIによる映像分析とそれを基にしたリモート制御

（図5、図6）
③「クラウドシステム」への分析データの通知
④「クラウドシステム」上の業務アプリケーションを連携さ

せ、蓄積された分析データ（施設内における人の密度、

■図4．ローカル5G・エッジ・クラウド統合システム検証構成

■図5．エッジコンピューティングを活用した高精細映像分析の共同
検証

■図3．接続検証環境
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無人搬送車両の位置情報や移動経路、高精細カメラ、
モバイル端末やサーバなど設備の稼働状況）をダッシュ
ボードで可視化（図7）

⑤「クラウドシステム」による映像分析AIなどのエッジアプ
リケーションのバージョン管理、「エッジコンピューティン
グ」へのアプリケーション配信

6.3　検証結果

　ローカル5G、エッジコンピューティングとクラウドシステム
を統合することにより、ネットワークやアプリケーション処
理の負荷に応じた最適なシステムを実現した。これにより、
製造現場で想定される高精細映像を活用した自動搬送や
遠隔監視・制御に本システムが有効であることを確認した。
　当社のネットワーク機器の製造拠点である小山工場（所
在地：栃木県小山市）において、同工場でネットワーク機
器の製造を手がける富士通テレコムネットワークス株式会
社と共同で、パートナーシッププログラムで検証された製品、

システムの有用性の検証を進めている。ここでは、高精細
映像やAIを活用した作業支援や自動搬送機の走行支援の
検証を予定している。

7．おわりに
　本稿では、ローカル5Gの活用に向けて、総合的なソリュー
ションの必要性と現在取り組んでいるパートナーシッププロ
グラムについて示した。
　今後、ローカル5Gは、様々な課題を解決するために広く
展開され、企業や地域の課題解決の支援を提供するため
のプロジェクトに広く利用されると推測する。パートナーシッ
ププログラムを通して、多様なパートナーと共創し、技術を
統合的に組み合わせることで、様々な社会課題の解決に貢
献していく。
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1．都市インフラとしての通信
　都市はその時代の主要なインフラによって形作られる。
現在の都市の骨格を形成する主要なインフラの一つは言う
までもなく道路である。現代人はあまりにも当たり前すぎ
て意識をすることはないであろうが、すべての家屋は道路
に面しており、その道路を通って人や物が動き、人々の生活、
さらには都市の活動を支えている。都市の郊外で幹線道路
沿いに様々な店舗が建ち並ぶのは日本全国どこに行っても
よく見られる光景である。
　もう一つの都市を支えるインフラは鉄道である。大都市
では鉄道が網目のように張り巡らされ、中規模な都市でも
鉄道が都市の人の移動を支えている。自動車が一般に普及
する前の昭和40年代までは鉄道が都市インフラの主役であ
り、都市の中心部には鉄道の駅があり、その周囲には百貨
店や商店街がありそこに人が集まった。その後、自動車の
普及により都市インフラの比重が鉄道から道路へと移り、
中心部の商業施設や商店街が寂れ始めると同時に、郊外
に大規模商業施設が次 と々形作られていった。
　さらに、鉄道が登場する前にインフラとして長く都市を
支えてきたものは、道路でも鉄道でもなく水路であった。
水路が街のインフラであった痕跡は、日本全国随所に見ら
れる。その例を二つほど見てみたい。
　図1は、江戸時代のもので現在の日本橋室町一丁目あた
りになる魚河岸を描いたのものである。
　運河側を正面として商店が建ち並び、運河を多くの物資

を運ぶ船が行き交っている。この光景は戦前まで続いた。
江戸の街の物流は数多くの運河に依存しており、商店は運
河に沿って並んだ。現在では東京の水路はすっかり街の裏
側となってしまっているが、江戸時代は運河こそが街の正
面であった。
　さらにさかのぼって、水路がインフラとして重要な役割を
背負っていたことの証しが世界遺産である広島県にある厳
島神社にも見られる（図2）。

　厳島神社は推古天皇の時代（600年）に創建されたと言
われているが、海に浮かぶ鳥居が有名である。鳥居は神社
の正面に向かう参道にあるものであり、海中にあるという
ことは神社に向かう正式な入口が海路、つまり、船で神社
に参拝するのが正式なルートということである。なぜこのよ
うに船で神社に参拝したのかは、当時の瀬戸内海の航路

（図3）を見ると理解できる。
　当時の瀬戸内海は、平城京と中国地方、四国、九州、
さらには朝鮮半島を結ぶ物流・人の移動の大動脈であった。

森ビルの5G構想

渡
わたなべ

部　宗
そういち

一イーヒルズ株式会社　取締役

■図2．厳島神社

■図1．魚河岸（現在の日本橋室町1丁目　江戸時代後期）
東都名所　日本橋真景并ニ魚市全図

■図3．天平年間（750年前後）の瀬戸内海主要航路
　　　  松原弘宣：古代国家と瀬戸内海交通,2004を基に作成
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現在で言えば高速道路のようなものだったのである。その
高速道路を行き交うのは船であり、この航路と神社の位置
関係を見れば、現代の道路と道の駅のような位置関係にあ
り、神社に参詣するのに船が使われるのは当然のことで
あったことが理解できる。
　このように、飛鳥時代から江戸時代・明治にかけて都市
の主要インフラは水路であったのだが、明治になって鉄道
が水路の役割を少しずつ担うようになり、さらに、昭和に
なって道路が主役と変わってきたのである。それを表した
ものが図4である。

　そして、1990年代についに通信がインフラとして登場して
くるのであるが、通信が都市のインフラとしてどのような影
響を与えているのかを見てみたい。1990年代末にi-modeが
登場した頃から、インターネット経由での物品の購買が増
加を続け、経済産業省の商業動態統計によると、2018年
にはネット経由での物販系の売上げは年間10億円にも達
し、百貨店・スーパーの売上げ19.4億の半分に迫っている。
　ネット経由での購買が登場する前には、人は実店舗で購
入していた。つまり、実店舗が必ず必要だったのであるが、
ネットでの購買には実店舗は必ずしも必要ではない。その
影響で、駅前の商業施設や郊外の商業施設などの実店舗
が少しずつ減少を始めている。その結果、駅前の商業施
設の淘汰はさらに進み、郊外の商業施設であっても淘汰さ
れるものが出始め、都市の構造を変化させている。

2．インフラの都市形成に与える影響
　ここまで、水路・鉄道・道路・通信と、都市のインフラ
の変遷を見てきたが、通信の都市に与える影響はそれまで
の水路・鉄道・道路とは大きく異なっており、それがこれ
からの都市形成の方向性を大きく変えると考えられる。
　水路・鉄道・道路は、人や物という物理的なものの移動
に使われるインフラである。もちろん、人の移動により情

報も伝わるが、それは副次的なものである。通信はそれと
は大きく異なり、物理的なものの移動には一切関係なく、
情報のみの移動に使われる。このように扱うものの違いが、
都市にとって与える影響に正反対の結果をもたらしている。
物理的なものの移動を効率的に行うためには、移動の距
離・時間を短縮することが求められる。これは都市形成に
とっては、“集中”という形で現れる。できる限り都市にあ
らゆるものを集中させることが効率の上昇につながり、結
果として一極集中につながる。一方、情報伝達の効率化と
は、情報を1か所に集めるのではなく、情報を共有すること
である。人々が同じ情報を共有することが情報の効率化で
あり、情報が1か所にしか存在しないことは効率的ではな
い。このことが都市形成に与える影響は水路・鉄道・道路
と異なり、“分散”という形となる（図5）。

　今までこの影響は顕著にはならず、人々が実感すること
はなかったのであるが、これを一挙に顕在化させたのが現
在のコロナ禍である。コロナ禍の前までは、テレワークや
Web会議などという概念は知られてはいたが、多くの人に
とっては実際に実行する機会はほとんど無く、テレワーク
などは現実的にはできるわけないと思っていたのではなか
ろうか。しかし、コロナ禍を契機にテレワークやWeb会議
は一挙に広まり社会に浸透した。この一斉にテレワークに
切り替えられたことこそ、通信がインフラとして社会に浸透
していたことの証左であるのだが、このテレワーク自体が
各人の“どこに住むか”という考え方に変化を与え、今ま
での都心への“集中”だけでなく郊外や地方への“分散”
の方向性の選択肢を追加したのである。都心に通勤する
回数が減少し居住地に滞在している時間が長くなるのであ
れば、通勤時間を重視するだけでなく居住環境にも眼を配
るようになる。その結果、環境が良く広い住居空間を確保
できる郊外や地方都市への移住も検討されるようになった

特　集　  ローカル5Gの展開

■図4．都市インフラの寄与率のイメージ

■図5．都市インフラの与える影響
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のである。実際に、総務省の住民基本台帳人口移動報告
によれば、東京23区では、2020年5月から人口が転出傾向
に転じ、8月以降はひと月に5,000人弱の転出が続いている。
転出先で一番多いのが神奈川県で、次が埼玉県である。
　このような傾向は海外でも見られ、ロンドンでは郊外の
庭付きの家が人気となっているという。ただし、この傾向
がこれからも続き、大都市から人が転出を続け都市が衰退
していくというわけではない。人間が物理的存在である以
上、都市インフラとして物理的移動を支える道路・鉄道は
必須のものであり、これからも“集中”を支え続ける。今
後は、“集中”と“分散”の双方の力がせめぎ合い、どこ
かの地点で均衡点にたどりつくと考えられる。

3．通信に求められるもの
　都市インフラとして重要な位置を占めるようになった通信
ではあるが、登場して歴史が浅いだけに、現状の機能だけ
ではその能力を十分に発揮できているとは言えない。ここ
からは、通信のまだ足りない機能や性能について説明した
い。
　水路・鉄道・道路という都市インフラは、物流に関して
それぞれ役割分担することでニーズを満たしている。水路
は物品の遠距離大量輸送、鉄道は人の高速大量輸送、道
路は人・物を少量ではあるが水路・鉄道の届かない場所に
柔軟に輸送することを担当している。このように、3つのイ
ンフラの組み合わせによって、様々な需要に対応している。
通信を見ると、利用者が使用できるサービスの種類が非常
に少ない上、どのキャリアを選択してもほとんど内容が変
わらない。ユーザーが様々な通信の使い方をしたいと思っ
ても、選択肢がほぼ無いに等しい。
　具体的な例を挙げてみる。まず、大多数の方が経験され
ていると思うが、テレワークやWeb会議をする際の通信の
不安定さの問題がある。コロナ禍でWeb会議の機会も増え
ている方も多いと思うが、何回かやっていると必ず会議中
の誰かの通信が切れたり画像が固まってしまう経験をされ
たことがあるであろう。これには、もちろん利用サービス
の通信帯域の問題が大きいのであるが、速度の問題もある。
一般的に提供されている通信では上り（送信／アップロー
ド）・下り（受信／ダウンロード）の速度が大体1：2となっ
ていて、下り優先となっている。このようになっているのは、
一般的にインターネットを利用する際にWebサイトや動画を
見ることが多いため下り優先の設定とされ、その環境しか
提供されていないためである。Web会議では、利用者とし

ては自分の画像も送信するため、速度が1：1であることが
望ましいのであるが、そのような選択肢はなく、キャリア
の提供する1：2のサービスを利用するしかない。
　次に、工場等でセンサーなどのIoT機器を使う場合を見
てみる。工場では、様々なプラントの制御や計測にIoT機
器を設置し業務の効率化を図ることが課題なのだが、これ
に最適な無線通信が無いのである。光ケーブルなどを敷設
すれば一番確実であるが、工場の敷地は広大なものも多く、
さらにIoT機器の設置場所も試行しながら決めていかなけ
ればならないため、費用・時間的に現実的ではない。Wi-Fi
の場合は遅延保証がなく、通信が混雑した場合に通信が
途切れてしまう可能性がある。さらに、セキュリティを確保
しようとするとITの専門家を常に工場に配置する必要があ
り、これも現実的ではない。遅延保証がありセキュリティ
の高いキャリアによる通信もあるが、こちらはコストがかか
りすぎて使えず、結局選択肢が無くなってしまう。
　このように、家庭でも工場等の産業の場でも、通信とし
ては提供されているのだが、インフラとして必須の多様な
サービス・使い方の提供ができていないのである。
　それを打破することができるのが、4GではPrivate LTE、
5Gではローカル5Gである。特に、ローカル5Gは高速・低
遅延・同時多数接続というもともと産業界が望む性能を備
えている上に、SIMによる高度なセキュリティを持ち、スラ
イシングなどの技術によりユーザーが望む様々な通信環境
をユーザー側が自由に実現することができる。
　幹線道路や鉄道・水路に相当する全国をシームレスに結
ぶ機能をキャリアが担当し、幹線道路から家までのラスト
1マイルの部分を各サービス利用者が自由に設定可能なロー
カル5Gが担うことができれば、通信が本当の都市インフラ
としての自由度を持つ機能を確保することができる。

4．森ビルが考えるローカル5G
　ここまで見てきたように、ローカル5Gは都市インフラとし
て都市の活動を支え、さらに形を変えていく可能性を持っ
ている技術である。森ビルとしても、都市の就業者、居住
者が快適に生活・活動できる街を提供していくために、ロー
カル5Gを取り入れたいと考えている。現時点で、どのよう
なサービスを考えているかを以下に述べたい。

a．テレワーク、サテライトオフィスを結ぶ通信の結節点

　今後コロナはいずれ収束するであろうが、テレワークが
実際に使えることが実証された以上、テレワークが無くな
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ることはないと考えられる。かといって、それが進んだ結
果として都心部のオフィスが無くなるわけではない。テレ
ワークという遠隔就業の新しい形態を、既存のオフィスとで
の就業形態とどのような形で融合させるかを考えなければ
ならない。
　その一つが、コミュニケーションの場の提供である。テ
レワークで欠けてしまうものにコミュニケーションがある。
テレワークでは、実際に人と人が面と向かって行うコミュニ
ケーションが伝えることができる言葉以外の雰囲気や細か
な仕草さらには握手など、いわゆる『五感で感じる』部分
を伝えることは難しい。企業の中では新しい事業のアイデ
アは、多くの人の活発な議論や仲間内の雑談から生まれる
こともよくあると言われる。これからの都心部のオフィスに
はこのテレワークでは欠けてしまう『五感で感じる』コミュ
ニケーションの場を提供することが求められ、そのための
仕掛け作りや環境整備が重要となるであろう。
　さらに、その前提として求められるものが、オフィスとテ
レワーク・サテライトオフィス間の業務・コミュニケーション
を安全かつ円滑に進められる通信の結節点の機能である

（図6）。企業の重要な情報を、家庭やサテライトオフィスな
ど社外の場で扱うためには高度なセキュリティが必要とな
る。各企業では、情報システム部門がセキュリティを確保
するために様々な技術を駆使しながら対応している。しか
し、社員がテレワーク・サテライトオフィスなど社外でシス
テムを利用するようになると、それにすべて対応するなど現
実的には不可能である。また、社外で活動する社員自身も
複雑な手順を踏まなければならないセキュリティ対策を完
璧に実施することは難しい。そこで、SIMだけで会社側が
通信の制御ができ、さらに高度なセキュリティを提供でき
るローカル5Gを業務に取り入れることが必須となる。都心
部のオフィスやサテライトオフィス、さらにはリゾート地の
ワーケーションの拠点などにローカル5Gを設置すれば拠点
間で企業ごとに高セキュリティを確保した通信が可能とな

り、どの拠点にいても企業の社内イントラにセキュアにアク
セスし安全に業務を遂行できるようになる。
　テレワークの場合でも、ローカル5Gとキャリアのローミン
グの組み合わせで同様の対応が可能である。このように、
これからは都心部のオフィスにローカル5Gの基地局が設置
されることが標準となっていくと考えられる。

b．建物内駐車場での自動運転、バレーサービス

　自動運転車の登場は都市にとって非常に大きなインパク
トをもたらす。交通弱者が好きな時に好きな所に行けるよ
うになり、交通事故も減少するであろう。その中でも我々は、
建物の駐車場内での自動運転に注目している。この技術が
確立されれば、建物の入口で車を降りれば、あとは自動車
が勝手に駐車スペースまで行き、戻る際に時間を指定すれ
ばその時間に車が待機している、要するにホテルのバレー
サービスがどんな建物でも利用できるようになる。
　商業施設においては、休日等の混雑時の駐車場入場時
の待ち時間は施設にとって大きな機会損失となっている。こ
の待ち時間を施設内での滞在時間に替えることができれば、
施設の売り上げが向上する。オフィスビルや集合住宅でこ
の技術を活用すれば、駐車場が建物内にある必要はなくな
る。建物の近くにスペースが確保できていれば、そこが駐
車場として利用できるのである。そして、この技術を確立
するためにもローカル5Gが必要となる。建物内はGPSが利
用できず自動運転車が自車の位置を認識するのは難しい。
そこで、建物側と自動運転車が通信をし、建物の車寄せ、
駐車場への入口、駐車場内の通路、止めるべきスペースに
関する情報を建物側が自動運転車に渡すことができれば、
自動運転車は高度なAIを活用するまでもなく駐車場内を走
行することができる。ローカル5Gの高セキュリティ、低遅
延の特性がこの技術には欠かせない。
　このほかにも、居住者の健康管理や利便性の向上のた
めに住戸内に設置する各種センサーも、機微情報を扱うだ
けのセキュリティを持つローカル5Gを検討している。

5．おわりに
　ローカル5Gは、今までお仕着せでしかなかった通信の
サービスをカスタマイズし、ユーザーにとってより使いやす
いものに変えることのできる技術である。これからは、通
信キャリア・ベンダー・ユーザーが協力し、より良い技術と
していくことが重要である。それが可能となれば、より安
全かつ快適な都市が作られていくと考えている。

特　集　  ローカル5Gの展開

■図6．森ビルローカル5G概略図



ITUジャーナル　Vol. 51　No. 3（2021. 3） 25

1．富士通が目指すDXビジネスとは
　私たち富士通（以後当社）は、テクノロジーをベースと
したグローバルICT企業である。昨今、世界ではデータ
利活用、技術革新によって暮らしも社会も大きく変化し
ている。そんな中、当社はICT企業の枠を超え、テクノ
ロジーによって新しい価値を創造するDXをけん引し、
豊かな未来の実現を目指している。

2．水産業の課題と富士通が目指す水産業
　ここ40年で世界の水産資源の約半分が乱獲や環境破壊
によって失われたといわれ、今、世界的に水産業の在り
方が見直されている。また、水産業をはじめとする1次
産業は、2次産業・3次産業と比べ比較的ICTが未整備な
業界（ラストフロンティア）といわれており、DXから遠
い業種といえる。水産業におけるサプライチェーンは、
川上である「漁業」「養殖」、川中である「加工・流通」、
そして川下である「小売・外食」で構成されている。し
かし、これらのすべてはデータによってつながっていな

いという実情も存在する。私たちは、そんな水産サプラ
イチェーンの、川上から川下すべてをICTテクノロジー
によって見える化を実現すべく、「Fishtech」というコ
ンセプトを掲げ推進している。Fishtechを実現する事に
より、人々の食卓の水産物がどのような水質で生産され、
どのような餌を食べて育ち、そしてどのような流通過程
を経て今目の前にあるのかが明らかになり、安心して食
宅の水産物を消費する事が可能となる。

3．トレースが困難な川上への挑戦
　私たちはFishtechコンセプトを実現させるため、ファー
ストステップとして陸上養殖に着目した。陸上養殖は、
海の上で実施する海面養殖と異なり、陸上で大きなタン
ク/水槽等を構えて、タンク/水槽内で魚の養殖を実施す
るものである。私たちが陸上養殖に着目した理由は2点あ
る。1点目は水産サプライチェーンで一番デジタル化され
ていない部分が川上であったことである。実際、現在
ASCやMSC等の認証により、魚の流通経路（いわゆる「川
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■図1．Fishtechの全体像
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中」）などは明らかにすることは可能になってきているが、
目の前の魚がどのような餌を食べてどんな水質で育った
か等の川上情報はまだまだ明らかになっていない。2点目
は陸上養殖が比較的ICTと親和性が高かったためである。
陸上養殖は漁獲や海面養殖と異なり、センサーなどを活
用して状況が見える化がしやすいといった特徴がある。
上記2点の重要性/実施容易性の理由から、まずは陸上養
殖のICT化に乗り出した。そして陸上養殖の具体的なソ
リューション名が「Fishtech養殖管理」である。

4．Fishtech養殖管理 概説
　Fishtech養殖管理は、今後の陸上養殖業の大規模化（ス
ケール）を見据えた生産の高度化を支援する養殖管理シ
ステムである。昨今タンパク源の枯渇が世界的な課題と
なっており、その解決策の1つとして陸上養殖を含む養殖
が見直されている。実際、様々な企業が陸上養殖の大規
模化に乗り出している。そのため、本システムもその潮
流を踏まえ、大規模化を見据えたシステムとなっている。
具体的な機能としては大きく2点ある。1点目はセンサー /
ネットワークカメラがシステム連携する事によりいけす

の中を見える化をする機能である。2点目は現場作業員が
日々の作業内容をシステムに簡易入力することで作業効
率化を実現する機能である。その他、水槽内のセンサー
が異常値を検知した場合にアラートが発報される機能も
あるため、陸上養殖運営時のリスクの緩和が可能であり、
さらに、遠隔での作業指示も可能であるため、養殖ノウ
ハウが未発展な人へのサポートも実現する。加えて、セ
ンサー /カメラ等によるいけすの情報や、作業員の作業
記録は都度クラウド環境へデータとしてたまるため「い
つでも、どこでも、誰でも」あらゆる記録を参照・登録
することが可能である。

5．特徴（システムの活用方法）
　当システムの特徴は「従来の養殖業務を徹底効率化す
る事」「陸上養殖の弱点を克服する事」「広報資材として
の利用」そして、「働き方改革」である。以下で詳しく説
明する。

＜従来業務からの脱却（徹底効率化）＞

　従来の陸上養殖従事者は、深夜を含め1時間に1回等決
められた時間に水槽へ行き、温度計などの計測器で水の
値を測る必要があった。しかしFishtech養殖管理を導入
すると、それらの見回り作業が一切不要となる。また、
従来であれば養殖従事者は、現場作業中に、自身の作業
をメモに手書きをした後、事務所へ帰りExcelにパンチを
し、更に必要であれば別のフォーマットに記載して報告
するという3重の作業があった。しかしFishtech養殖管理
を導入すると、それらの業務記録が洗練されたデザイン

■図2．Fishtech養殖管理

■図3．Fishtech養殖管理の画面の一部

スポットライト
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のUIに1度入力するだけで済む。

＜養殖業務の弱点克服＞

　当システムは陸上養殖の大きな弱点も克服する。陸上養
殖の大きな弱点の1つは、閉鎖空間故に病気がまん延しや
すい事である。しかし、Fishtech養殖管理ではセンサーが
異常値を検出すればアラートが発報される仕組みとなって
いるため、直ちに異常を知る事が可能である。必要であれ
ばカメラ映像で水槽の中の状態を確認し、魚が異常行動
を取っていないか、水が濁っていないか等の把握も可能で
ある。このようにFishtech養殖管理では業務を効率化する
だけでなく、陸上養殖の構造上の弱点も補う。

＜広報資材として活躍＞

　Fishtech養殖管理は広報資材としての活用も可能である。
例えば、Fishtech養殖管理で育った安心・安全で美味し
い魚を販売する際に、Fishtech養殖管理の画面をバイヤー
に見せてプレゼンする事によって、対象の魚種が安心安
全であることをデータで示すことができる。

＜働き方改革に寄与＞

　Fishtech養殖管理の利用により業務が簡素化されるだ

けでなく、遠隔から作業指示も可能な為、業務が属人化
しない。いわゆる匠という人でなくとも作業指示さえ受
ければ美味しい魚を育てる事が可能である。極論、養殖
業務に明るくない人でも作業従事が可能なため、匠に業
務が集中しすぎるという事も防げる。

6．特徴（システム構築手法）
　構築手法も本システムの大きな特徴である。本システ
ムはデザイン思考という手法で構築された。通常のSIで
はお客様から詳細な要件が出てきて、要件定義フェーズ
を設け、何度も要件定義会議を設けてお客様の理想を形
にする。そのため、SEは顧客の見積範囲内の工数で顧客
要望を形にしていく。一方、本システムは通常のSIとは
逆の考え方で構成された。具体的には富士通グループの
デザイナーが現地の人と対話を重ね、現地の人の潜在ニー
ズを聞き出し、先行してシステムのあるべき姿を描いた。
実際、現地の人は課題やニーズはあるものの、それに対
してどんなソリューションがあれば解決するかまでは、
描けないという現実が存在する。それに対し、富士通グ
ループのデザイナーがシステムのあるべき姿を先に描い
て構築したものがFishtech養殖管理である。このように、
仕様書などによらない、潜在顧客のニーズに寄り添い、
自らシステムを形作るのは従来のSEでは困難である。本
システムは、現場の方から非常に使いやすいという評価
を受けており、外部評価としても2019年度グッドデザイ
ン賞、IAUD国際デザイン賞2019 銅賞を受賞している。

7．北海道神恵内村での成功事例
＜神恵内村の課題と解決策＞

　私たちは、Fishtech養殖管理を北海道神恵内村に導入
させていただいた。神恵内村は、北海道積丹半島西側中
央部に位置し、古くから漁業を中心に繁栄してきた村で
ある。人口は約815人の道内で一番小さな漁村である。か
つてはニシン漁で栄え、大正元年には全道一の水揚げを
記録するなど歴史ある漁師町である。
　昨今では、ニシン・サケ・マスなどの減少による汽船

■図6．Goodデザイン賞、IAUD国際デザイン賞(銅賞) 

■図5．Fishtech養殖管理画面を活用した説明

■図4．遠隔モニタリング、現場での作業入力
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漁業の衰退に加え、ウニ・ナマコ・アワビなどの浅海漁
業も乱獲や密漁により、厳しい環境にある。また、磯焼
けの進行や海の貧栄養化等によって資源も減少している
事から、漁業者は厳しい経営を余儀なくされている。さ
らに、高齢化に伴う担い手不足及び生産性の低下が課題
となっており、危機的状況にある。一方で、ニセコエリ
アにおける海産物のインバウンド需要や中国をはじめと
するアジア消費市場における需要が拡大しているため、
1年を通じて安定供給をする養殖技術の確立や安定的に
利益を創出するブランド化が求められる。こうした課題
を解決するため、ウニ・ナマコの陸上養殖という新チャ
レンジに、当社のスマート養殖を実現する『Fishtech養
殖管理』が活用されることとなった。

＜神恵内プロジェクトの体制＞

　神恵内村プロジェクトは「産官金言」スキームで推進
した。「産」は富士通のような民間企業だけでなく、地域
商社・地元企業から構成された。「官」は神恵内村だけで
なく北海道経済産業局にもスキームに参加いただき、「金」
は北海道銀行系列のシンクタンクで構成。そして「言」
は北海道新聞社に入っていただいた。ポイントは地域商
社・地元企業に本スキームに参加していただいている事
である。
　このように富士通1社では実現できなかった陸上養殖を

「産官金言」スキームで実現した。

＜苦労した点＞

　神恵内村での陸上養殖システムを導入するにあたり
様々な苦労があった。特に苦労したのが、1次産業（陸上
養殖）に対してのシステム導入の現場理解である。やは
り1次産業では、システマチックな会話ができる人が比較
的少なく、現場の方にICTの必要性を認識してもらう事
が課題であった。そんな中、ビジネスと現場の両側面で
の対話が可能な現地キーマンとの縁があり、そのキーマ
ンが中心となって村へICTの必要性などを訴求し納得し
ていただく事で、富士通のシステム導入が可能となった。
結果、上記の「産官金言」スキーム作りに成功し、推進
する事ができた。

8．神恵内村事業による効果・成果
　神恵内村では、ICT導入の効果にありがちな生産性の
向上のみならず、付随してフードロス削減や地域の知名

度・イメージの向上等地域活性化の効果もあった。以下
で具体的な効果について説明する。
　1点目は、年商5億円規模の新産業が創出されたことが
挙げられる。実際、業務効率化と低コスト化が図られる
ことにより、年商5億円規模の新産業創出及び漁業者の所
得10％向上等のロードマップを策定することが可能と
なった。2点目は生産性の向上である。陸上養殖業務をメ
ニュー化し、最少手番で作業実績をシェアすることによ
り業務の省力化・効率化、飼育員同士の作業分担を実現
した。実際、業務効率化とデータ活用自動化により生産
性が30%向上した。3点目は地域の知名度・イメージの向
上である。メディア等への露出により視察が400%増加し、
延べ200名の視察があった。4点目は関係人口の増加であ
る。ICTを活用した陸上養殖が各種メディアに取り上げ
られたことにより、取組み前と比較して280人増加した

（年度別関係人口：2017年度220人（取組み前）、2018年度
400人、2019年度500人）。最後にフードロス削減が挙げら
れる。本取組みでは本来廃棄されるはずであった規格外
の白菜約2トンをウニの餌に使用することにより、フード
ロス削減に貢献した。

＜Fishtech養殖管理の外部評価（受賞歴）＞

　上記の結果が認められ、総務省が実施しているICT地
域活性化大賞（奨励賞）を2020年3月に受賞した。また
2020年11月には、一般社団法人ASP・SaaS・AI・IoT ク
ラウド産業協会が主催する『ASPIC IoT・AI・クラウド
アワード2020』で「Fishtech養殖管理」がIoT部門の最
高位の賞である「総合グランプリ」を受賞した。

9．神恵内村プロジェクト成功理由
　本取組みが円滑に進められ神恵内村の新産業創出につ

■図7．ASPIC受賞 
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ながった要因は3点ある。1点目は村長の強力なリーダー
シップである。2点目は村長のリーダーシップの下、役場
の皆様が横串で連携していただき、本プロジェクトに、
積極的に関与していただいた事である。そして3点目は地
元企業による、外部ステークホルダーの巻き込み（産官
金言連携）と分析している。これら3つの要因が1つでも
欠ければ実現は困難だったと考えている。

10．今後の挑戦
　私たちは、Fishtechというコンセプトを掲げそのファー
ストステップとして、陸上養殖の見える化/業務効率化を
実施してきた。そして陸上養殖領域で一定の成果を出し
ただけでなく、地方創生にも貢献させていただいた。今
後は以下のとおり、水産業への更なる挑戦と、当社の様々
な技術を活用しながらDX街づくりの実現に向け挑戦をし
続けたいと考えている。

＜水産業へのさらなる挑戦＞

　神恵内村での成果に加え、今後は、様々な実証実験を
通じ、自動で餌を与える自動給餌機能や、機械による魚
数のカウント、そして最終的には現場に一切人を必要と
しないフルオートメーション養殖を目指していきたいと
考えている。
　また、将来的には陸上養殖に閉じることなく水産業全
体のサプライチェーンの見える化を行い、消費者の食卓
の上にある魚が、どんな餌を食べ、どんな環境で育ち、
どんな流通経路を経て今食卓にあるのかを明らかにする

「安心・安全な食卓」へ挑戦予定である（Fishtechコンセ
プトの実現）。本挑戦は、消費者だけにとどまらず、ビジ
ネスパーソンへも寄与するものである。事実上まだまだ

密漁は行われており、本来の適正価格よりも安価な値段
で密漁された魚の取引が行われている現実が存在する。
本挑戦によりサプライチェーンの見える化が実施されれ
ば、適正な価格で取引が実現されると考えている。現在、
世界的にタンパク源不足が課題となっている中、陸上養
殖は世界的に非常に注目されている分野である。実際、
海外では陸上養殖事業に多額の投資をする企業も目立っ
てきている。日本においても陸上養殖市場は伸びている。
そのような背景から、陸上養殖を新規ビジネスとして実
践しようとしている企業・自治体も存在する。そのため、
今後とも陸上養殖でビジネスを拡大予定である。

＜地方創生への挑戦＞

　上記の水産業への挑戦と並行して、地方創生へも貢献
したく考えている。最終的には私たちの技術を活かした
スマートアクアビレッジ（DX街づくり）を実現したいと考
えている。現在、神恵内村において、水産業については
Fishtech養殖管理により貢献させていただいているが、
今後は5G技術やスーパーコンピューター技術、IoT技術、
AI分析技術等を通じ、様々なものがデジタルでつながる
スマートアクアビレッジづくりを目指したく活動を推進
する予定である。昨今では、コロナの影響でリモートワー
クが普及し地方へ人が流れるという事も予測され、ます
ます地方創生は大事になってくると考えている。そういっ
た文脈も踏まえ、私たちは地方創生へ挑戦予定である。
ただし、その成功には現場でバイタリティを持って推進
していただくキーマンの存在が不可欠であり、各地域の
自治体・地元企業の協力無しには成功し得ないと考えて
いる。そのような方達と一緒に、水産業のDX化や地方創
生を実施したい。

関連サイト

 ・ICTで進化する水産業FUJITSU Fishtech®

URL：https://www.fujitsu.com/jp/solutions/industry/
public-sector/fishtech/

 ・「ICT地域活性化大賞2020」受賞案件の発表
URL：https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/
01ryutsu06_02000240.html

 ・一般社団法人ASP・SaaS・AI・IoT クラウド産業協会
プレスリリース
URL：https://www.aspicjapan.org/event/award/14/
pdf/press_results.pdf

■図8．神恵内村村長（中央）とプロジェクト関係者 

https://www.fujitsu.com/jp/solutions/industry/public-sector/fishtech/
https://www.fujitsu.com/jp/solutions/industry/public-sector/fishtech/
https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01ryutsu06_02000240.html
https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01ryutsu06_02000240.html
https://www.aspicjapan.org/event/award/14/pdf/press_results.pdf
https://www.aspicjapan.org/event/award/14/pdf/press_results.pdf
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1．はじめに
　2020年6月及び11月の2回にわたり、ITU理事会バーチャ
ルコンサルテーションが実施された。バーチャルコンサル
テーションは、新型コロナウィルス（COVID-19）の世界的
な拡大により物理的な開催が不可能となったITU理事会

（当初2020年6月9日から19日までの9日間、ジュネーブで開
催予定）に代わり実施されたリモート形式の会合であり、
理事会で扱う予定であった議題のうち急を要するものにつ
いて暫定的な合意を得ることを目的としている。現行のルー
ル上では、バーチャル形式では理事会を完全に代替するこ
とができないため、ITU事務局と理事国との間での調整の
結果、バーチャルコンサルテーションでは意思決定を行わ
ず、それぞれの会合後、理事会手続規則3.2条に基づきコ
レスポンデンス（メール等の通信手段）により決定手続を
行うという方法が採られた。コレスポンデンスによる決定
は各議題に対する郵便投票の形式となっており、理事国の
過半数が合意した場合に正式に承認される。
　第1回バーチャルコンサルテーションは2020年6月9日から
12日までの4日間開催され、6件の議題についてコレスポンデ
ンスによる承認が行われた。残りの議題については、2020年
後半に物理会合で議論する予定となっていたが、COVID-19
感染拡大の状況に変化がなく、2020年内の物理会合の開催
は難しいとの事務局の判断のもと、早急に決定を要する議
題を対象に第2回目のバーチャルコンサルテーションが11月
16日から20日までの5日間開催され、19件の議題について
コレスポンデンスによる承認が行われた。本稿は承認され
た案件につきその概要をまとめたものである。

2．第1回コレスポンデンス手続きにより
承認された案件 　　　　　　　

2.1　財政及び管理事項

（1）理事会作業部会及び専門家グループ会合の議長・副

議長の任命

　空席となっていた財政及び人的資源に関する作業部会

（CWG-FHR）の議長・副議長、児童オンライン保護に関
する作業部会（CWG-COP）の副議長、WSIS（世界情報
社会サミット）実施に関する作業部会（CWG-WSIS&SDGs）
の副議長及び決定482専門家グループの副議長の任命につ
いて、候補者の就任が承認された。米国のVernita Harris氏
がCWG-FHRの新議長となった。

（2）衛星ネットワークファイリング手続きのコストリカバリー

　コストリカバリー費用を規定した理事会決定482に関し、
事務局から提案された改訂案が承認された。改訂後は、現
決議ではカバーできていない非静止衛星網の衛星間通信に
加えて非静止衛星網と静止衛星との間の衛星間通信の通告
にも支払いが必要となる。

（3）決議559に基づくコストリカバリーの適用免除

　2019年世界無線通信会議（WRC-19）で採択された決議
559に基づく放送衛星プラン変更に対して、コストリカバリー
の適用を免除すること等がアフリカ諸国（ケニア、ルワンダ、
南アフリカ、チュニジア）から求められ、承認された。

2.2　イベント・会合関連

（1）世界電気通信標準化総会（WTSA-20）の日程変更

　2020年11月に開催予定であったWTSA-20について、
COVID-19感染拡大の影響に鑑み新たな日程を2021年2月
23日～3月5日とすることについて承認された。（第2回バー
チャルコンサルテーション及びその後のコレスポンデンス手
続きにより再度変更され、2022年3月1日～9日に決定）

（2）2023年世界無線通信会議（WRC-23）の議題

　WRC-23の議題及びそれらが含まれた決議案（理事会
決議1399）について承認された。
　3300－3400MHz、3600－3800MHz、6425－7025MHz、
7025－7125MHz、10.0－10.5GHzの国際的な移動通信

（IMT）への特定及び2.7GHz以下で既にIMTに特定され

ITU理事会バーチャルコンサルテーションの結果概要
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た周波数の高高度プラットフォーム局のIMT基地局としての
利用、などが議題として含まれる。

（3）理事会、理事会作業部会等の日程

　2021～2026年の理事会及び2020～2022年の理事会作業
部会、専門家グループ会合の日程が承認された。
　上記のうち（1）及び（2）についてはITU条約に基づき、
全加盟国に対し許諾の可否が照会され、過半数の同意を
得た後、正式に決定された。

3．第2回コレスポンデンス手続きにより
決定承認された案件 　　　　　

3.1　財政及び管理事項

（1）理事会作業部会及び専門家グループ会合の議長・副

議長

　空席となっていた議長・副議長職は、第1回コレスポンデ
ンス手続きにより決定されていたが、その後、RCC（主に
旧ソ連諸国）から、CWG-FHR及び国際電気通信規則

（ITR）の包括的なレビューを実施するための専門家会合
（EG-ITRs）の副議長を新たに指名する提案、CEPT（欧
州諸国）から、国連公用6言語の利用に関する理事会作業
部会（CWG-LANG）のフランス語担当の副議長を入れ替
える提案があり、新たな3名（ロシアから2名、フランスか
ら1名）の任命が承認された。

（2）CWG-FHR報告書

　CWG-FHRの第14回（2019年9月）、15回（2020年2月）報
告書について、人的資源に関する戦略計画（Strategic Plan 
for Human Resources：理事会決議1299）と財政規則及
び同細則（Financial Regulations and Financial Rules）
の改正が承認された。また、フェローシップに関するガイ
ドラインについて、フェローシップ付与対象からWTSAを
除外することが論点となっていたが、議論の結果、除外し
ないこととなり、その旨を反映したガイドラインが承認され
た。

（3）CWG-FHR以外の理事会作業部会報告書

　報告書の内容を留意すること、報告書内の勧告内容を
支持（endorse）することが承認された。

（4）2019年の監査済み財務運営報告書

　報告書の内容を反映した理事会決議が承認された。2019年

における実質資産は57,463CHFの赤字であり、2018年の
7,976CHFより債務超過が拡大している一方で、約478万
CHFの黒字を計上し、2019年理事会で承認された決定616

（地域プレゼンス）、決議1396（BDTの4人増員）、決定619
（新建物の間接費）、BDT ERP、情報セキュリティ、ASHI
基金への繰入れの費用を差し引き約106万CHFの黒字を確
保している。

（5）外部監査報告書

　2019年の財務諸表に関する外部監査報告書が承認され
た。

（6）独立経営諮問委員会（IMAC）報告書

　IMAC報告書及び報告書内の勧告内容が承認された。

（7）服務条件の変更

　国連共通制度の下での服務条件の変更について、第74回
国連総会の決定に基づくITU選挙職の給与に関する理事
会決議が承認された。

（8）新たな調査機能及びプロセス

　リザーブアカウントを資金 源とする新たな調 査官
（Investigator）を採用し、独立した専属ポジションを創設
することにより、ITU事務局の調査機能の強化を支持する
ことが承認された。また、内部監査及び調査チャーター

（Internal Audit and Investigation Charter）の草案が事
務局から提案され、2021年理事会で継続して議論されるこ
ととなった。

（9）外部監査人の任命

　2022年から2025年までの会計期間における外部監査人
の任命について、選定委員会による審査結果を踏まえ、英
国の監査局を任命する理事会決定が承認された。

（10）内部監査活動に関する報告書

　2019年5月から2020年4月までの内部監査活動に関する
報告書について、報告書の内容が留意された。

（11）内部統制に関する作業部会報告書

　2018年に起きたITUアジア太平洋地域事務所の職員に
よる不正行為を受け設置された内部統制に関する作業部会
の報告書について、報告書の内容が留意された。
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（12）延滞金及び回収不能債務

　延滞金及び回収不能債務について、報告書が留意され、
構成国、セクターメンバー及びアソシエイトメンバーの延滞
金及び回収不能債務に対する利息を抹消する理事会決定
が承認された。

（13）パキスタンの分担金削減

　分担金の削減（2018年から1単位へ変更。削減額は
318,000CHF）に係るパキスタンからの要請について、要請
を踏まえた理事会決議が承認された。適用日は2020年1月
1日となり、2018年、2019年の分担金636,000CHFについ
ては減額対象外となる。

（14）リスク管理行動計画

　リスク管理行動計画の実施報告について、リスクマネジ
メントポリシー（Risk Management Policy）及びリスクア
ペタイトステートメント（Risk Appetite Statement）の改正
案を含めた報告書内の勧告内容が承認された。

（15）分担金の免除

　地域的、国際的な性質を持つ非営利団体に対する分担金
の免除について、新たに8団体（AFRINIC、ARIN、ARSO、
GSO、IMSO、ITU-APT Foundation of India、OGC、
LACNIC、WWRF）の免除要請が承認された。

3.2　イベント・会合関連

（1）世界電気通信・情報社会の日

　2021年の世界電気通信・情報社会の日（WTISD：World 
Telecommunication and Information Society Day） の
テーマについて、事務局から“Accelerating digital trans-
formation in challenging times”という案が提示され、
承認された。

（2）世界電気通信開発会議（WTDC-21）に向けた準備

　2021年11月8日から19日までエチオピアのアディスアベバ
で開催される予定のWTDC-21に向けた準備について、報
告書の内容が留意され、事務局はエチオピアで開催できな
かった場合の対応策を検討することとなった。

（3）WTSA-20に向けた準備

　WTSA-20に向けた準備について、第1回のコレスポンデ
ンス手続きにより2021年2月への開催延期が決定されたも
のの、COVID-19の現状を考慮し、2022年3月に再度延期
することがホスト国のインドより提案され、また、TSAGに
議論の場を移しWTSA-20の会期を当初案から2日間短縮
することが事務局より提案された。コレスポンデンスの結
果、開催会期を2022年3月1日～9日とすること及びこれらの
日程を反映した理事会決定608を修正することが承認され
た。またWTSA-20に向けたITU-Tにおける作業方法を提
案する文書が留意され、今後3回にわたってバーチャル形
式で開催する電気通信標準化諮問会議（TSAG）において、
WTSA-20で扱う予定であったいくつかの議題を議論しコ
ンセンサスにより意思決定すること、各TSAGの前に地域
間調整会合（IRM）を開催することが合意された。WTSA-
20の日程についてはITU条約に基づき、全加盟国に対し許
諾の可否が照会され、過半数の同意を得た後、正式に決
定された。

（4）世界電気通信/ICT政策フォーラム（WTPF-21）に向

けた準備

　WTPF-21は2021年5月に開 催が 予定されていたが、
COVID-19の現状を考慮し延期の可能性が議論された結
果、開催会期を2021年12月16日～18日とすること、非公式
専門家グループ会合（IEG-WTPF-21）を2回追加するなど
今後の準備プロセスを修正することとなり、それらを反映
した理事会決定611の改正が承認された。

3.3　その他

　上記のほか、ITU本部ビル建て替えプロジェクト、地域
プレゼンスの強化、事業継続・情報管理計画、ITUウェブ
サイトの6言語化、電気通信標準化局の職員増員、2019年
ITU世界テレコムの報告、倫理監督室（ethics office）か
らの報告については、それぞれ2021年1月～2月の理事会
作業部会、または6月の理事会にて継続して議論されるこ
ととなった。

4．今後の予定
・理事会作業部会＊：2021年1月25日～2月5日　バーチャ

ル形式

＊　IEG-WTPF-21及びEG-ITRsを含む

会合報告



ITUジャーナル　Vol. 51　No. 3（2021. 3） 33

・WSISフォーラム（Final Week）：2021年5月17日～21日   
バーチャル形式

・理事会：2021年6月8日～18日　バーチャル形式（予定）
・WTDC-21：2021年11月8日～19日　エチオピア・アディ

スアベバ（予定）

・WTPF-21：2021年12月16日～18日　スイス・ジュネーブ
（予定）

・WTSA-20：2022年3月1日～9日　インド・ハイデラバード
（予定）

■図1．バーチャルミーティングの様子 ■図2．議長を務めたSaif Bin Ghelaita氏
（アラブ首長国連邦）  　　
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2019年版

お問い合わせ： hanbaitosho@ituaj.jp

海上移動業務及び

海上移動衛星業務で使用する便覧
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1．はじめに
　ITU-R SG1（Study Group 1：第1研究委員会）は「周
波数管理」に関する議題を担当し、スペクトラム技術、周
波数管理手法、電波監視等を研究対象としている。最近
では、主にワイヤレス電力伝送（WPT）、テラヘルツ帯等
の検討を行っている。
　2020年11月24日から12月3日までの間、Virtual meeting
形式でWP1A（スペクトラム技術）、WP1B（周波数管理
手法）、WP1C（電波監視）及びSG1の各会合が開催された。
各国から約420名の参加登録があり、日本からは、総務省

（国際周波数政策室、電波環境課、監視管理室）、民間企
業等から計27名が出席した。
　本報告では、各WPとSG1会合における主要議題の検討
状況について報告する。

2．Virtual meetingについて
　今回のSG1関連会合においては、オンライン会議ツール
のGoTo Webinarが用いられた。
　会合開催前に本会議ツールの動作確認を行うテスト会合
が1日間行われたが、多数の出席者がVirtual meetingに
同時に接続するとともに、それぞれ使用している機器や回
線状況が異なるため、会議中には接続不良による会議開
始の遅延、サウンドシステムのハウリング・エコー、発言者
の音声が聞こえない等のトラブルが発生した。多数のトラ
ブルが発生したが、ITU職員による常時の会議運営支援や
発言順番の変更等の対処により、予定した議題の審議を会
合期間内に終了することができた。
　本会議ツールでは、発言を希望する者は挙手ボタンを押
して発言を求め、議長（または会議運営を支援するITU職
員）がこれを許可することで発言が可能となる。発言者の
映像も画面上に表示できるシステムであったが、最終日の
SG1会合冒頭のBR局長及びSG1議長の挨拶時を除き、映
像は使用されなかった。画面には議論の対象となる寄与文
書、作業時間管理のためのタイマー及び挙手している者の
一覧（会議運営を支援するITU職員が順次記載）をWord
ファイルまたはテキストファイルで表示していた。

3．WP1A（スペクトラム技術）
　WP1Aはスペクトラム技術を所掌し、ワイヤレス電力伝送

（WPT）、電力線搬送通信（PLT）等を検討している。議
長はRaphael GARCIA DE SOUZA氏（ブラジル）が務
めており、表1に示すWGから構成され、2020年11月24日か
ら12月2日まで開催された。
　今会合では、日本、米国、ロシア、ブラジル、イタリア、
英国、中国等からの寄与文書、前回の議長報告及び他のグ
ループなどからのリエゾン文書並びに前研究会期からの持
ち越し文書を加えて、計83件の入力文書が審議され、24件
の出力文書が作成された。
　WP1Aでの主な議論は、以下のとおりである。

■表1．WP1Aの構成と各WGの担当課題

担当 議長

WP1A スペクトラム技術 Raphael GARCIA DE 
SOUZA氏（ブラジル）

WG1A-1 電力線搬送通信（PLT）システ
ムを含む無線通信システムと有
線電気通信の共存及びその関
連事項

John. SHAW氏
（BBC）

WG1A-2 ワイヤレス電力伝送（WPT）及
びその関連事項

Frank ERNST氏
（ドイツ）

WG1A-3 WRC-27暫定議題2.1と他の議
題及び課題

Brandy Jo SYKES氏
（Apple Inc.）

3.1　ワイヤレス電力伝送（WPT）

　日本から、ワイヤレス電力伝送に関する3件の寄与文書
を提出した。それぞれの議論の状況は以下のとおりである。

（1）Beam WPT（空間伝送型ワイヤレス電力伝送システム）
の無線設備への影響評価に関する報告案ITU-R SM.

［WPT.BEAM.IMPACTS］について、日本から2020年
7月に情報通信審議会から一部答申された周波数共用
検討状況等を記載した寄与文書を入力し、議論を行っ
た。本議論では、米国の検討状況を含めて作業文書
を作成し、他国の状況の追加等、内容の充実に向け
た作業を行った。次回会合でも継続して議論される予
定である。

（2）欧州放送連合（European Broadcasting Union：EBU）
が提案する電気自動車（EV）用WPTに関する放射許

ITU-R SG1関連会合 結果報告
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容値に関する勧告案ITU-R SM.［WPT-EMISSIONS］
について、日本から既存勧告の環境雑音の許容値を
適用すべきことを合意できなければ勧告ではなく報告
とすることを提案した。米国からも勧告化は時期尚早
であり、作業の中止または報告とするべきであると提
案された。日米と欧州間で本件について合意されず、
次回会合でも継続して議論される予定である。

（3）WPTに関するITU-R研究課題210/1について、ISM
（産業・科学・医療用の周波数）やショートレンジデバ
イス（SRD）だけでなくBeam WPTを想定した措置が
必要との日本からの提案が考慮され、他の無線通信業
務を保護するためのWPT運用上の条件等を追加した
改正草案が作成された。次回会合でも継続して議論さ
れる予定である。

3.2　テラヘルツ帯の能動業務への特定に関する検討

　日本から、テラヘルツ帯の能動業務に関する寄与文書を
3件提出した。主な議論の結果として、275－1000GHzにお
ける能動業務の技術的特性及び運用特性に関する研究課題

（ITU-R 237/1）に係るITU-R報告SM.2352（275－3000GHz
における能動業務の技術動向）の改正に向けた作業文書
について、日本から入力したWRC-19議題1.15の結果（RR
脚注5.564A/275－450GHz（一部帯域除く）における固定
業務及び陸上移動業務の周波数帯の特定）を反映する提
案及び275－600GHzにおけるウォークスルー走査システム

（衣服の下に隠れた金属・非金属の危険物を短時間で検知
するシステム）の仕様追加等の提案や、IEEEから提供され
た最新情報等を踏まえ、当該作業文書の更新が行われた。
当該作業文書におけるウォークスルー走査システムの仕様
検討に資することを目的として、衣服等の透過・反射特性
について情報を求めるリエゾン文書をWP3J、3K及び3Mへ
送付することを日本から提案した結果、当該提案が合意さ
れ、リエゾン文書が発出された。

4．WP1B（周波数管理手法）
　WP1Bは、周波数管理手法を所掌し、ショートレンジデバ
イス（SRD）やWRC-23関連議題等について検討している。
議長はLeo KIBET Boruett氏（ケニア）が務めており、
表2に示すWGから構成され、2020年11月24日から12月1日
まで開催された。今次会合では議長が出席できないため、
Bin LIU氏が議長代理を務めた。
　今会合では、米国、中国、イラン、韓国等からの入力文

書及び前回の議長報告に他のグループなどからのリエゾン
文書を加えて、計33件の入力文書が審議され、8件の出力
文書が作成された。
　WP1Bでの主な議論は、以下のとおりである。

■表2．WP1Bの構成と各WGの担当課題

担当 議長

WP1B 周波数管理手法 Leo KIBET Boruett氏
（ケニア）
（議長が出席できないため、
Bin LIU氏（中国）が議長
代理を務めた。）

WG1B-1 ショートレンジデバイス（SRD）
及びその関連事項

Fatih Mehmet YURDAL氏
（トルコ）

WG1B-2 WRC-23議題、周波数管理
の経済的側面及びその他

Bin LIU氏（中国）

4.1　ショートレンジデバイス（SRD）

　前回会合に引き続き、ショートレンジデバイスの世界的ま
たは地域的な調和のための周波数範囲について記載された
ITU-R勧告SM.1896-1の改正草案について議論が行われた。
1656.5－1660.5MHzを補聴器（Assistive Listening Devices：
ALD）向けとして、世界的な調和を意図するAnnex1に記
載するか、地域的な調和を意図するAnnex2に記載するか
について議論が紛糾した。米国及び中国から、現時点で、
当該周波数帯が世界的に調和できるかの裏付けが不十分
であるとの指摘があった。これに対し、オランダ及び英国
から、当該周波数を世界的な調和として記載することは聴
覚障害者が全世界を移動することを想定し、空港や駅など
で場内放送を聞き取れるようにするという観点からも重要
との指摘がなされた。このほか、インマルサット及びフラン
スから当該勧告はSRDに関する一般的なアプローチを趣旨
とするものであり、特定のデバイスに言及することは避ける
べきであると指摘があった。これらの意見を踏まえ、イラ
ンから、Annex1には残しつつも、今後の研究の進展により、
Annex2に移行させる可能性を付記することが提案された。
最終的に「双方の表中に角括弧付きで含まれている」とす
るただし書きを残すこととし、改正草案から改正草案に向
けた作業文書へと格下げした上で、次回会合へ持ち越す
こととなった。

5．WP1C（電波監視）
　WP1Cは、電波監視を所掌している。議長はRalf Trautmann
氏（ドイツ）が務めており、WGは表3のように構成され、
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2020年11月24日から12月1日まで開催された。
　今会合では、米国、ロシア、中国、韓国、ブラジル、各
種コレスポンデンスグループ（CG）議長等からの寄与文書、
前回の議長報告及び他のグループなどからのリエゾン文書
を含め合計38件の入力文書が審議され、18件の出力文書
が作成された。
　WP1Cでの主な議論は、以下のとおりである。

■表3．WP1Cの構成と各WGの担当課題

担当 議長

WP1C 電波監視 Ralf Trautmann氏（ドイツ）

WG1C-1 電波監視の技術的な課題 I. C. Tillman氏（米国）

WG1C-2 電波監視の一般的な課題 Mubarak. Al-Sawafi氏
（オマーン）

5.1　電波監視の技術的事項に関する検討

　前回会合で持ち越しされたVHF/UHF周波数帯における
監視システムの電界強度測定精度の測定のための試験手
順に関する新勧告草案ITU-R SM.［FS-ACC］に向けた作
業文書については、CG議長から試験結果の分析等に関す
る修正を行った寄与文書が入力された。これをベースに、
前回から持ち越された地面反射の影響への対応として、ア
ンテナ高に関する言及が追記されたほか、ドイツ等から測
定精度は測定方法やプロセスではなく、測定機器に依存す
るとの指摘があり、勧告案から「considering c）that the 

specification of field strength measurement accuracy 
strongly depends on the test procedures applied；」と
の文言が削除された。さらに、エディトリアルな修正を加
えた上でWP1Cで承認され、SG1に上程された。作業完了
を受け、本勧告案に関するCGが解散された。

6．SG1
　SG1会合は、2020年12月3日に開催され、2019年無線通
信総会（RA-19）で新たに選出されたWael SAYED氏（エ
ジプト）が議長を務めた。また、会合に先立ち開催された
WP1A、1B及び1CのJoint Meetingにおいても同氏が議長
を務めた。WP1A、1B及び1Cからの報告や提案、他のグ
ループからのリエゾン文書等が審議された。
　この結果、表4のとおりWP1Cから1件の新勧告案、1件
の勧告改正案が提出され、エディトリアルな修正を行った
後、合意された。また、表5のとおり、2件の報告改正案の
承認がなされた。

7．次回のSG1関連会合
　次回のSG1関連会合は、2021年5月25日～6月3日にVirtual 
meeting形式で開催予定である。
　このほか、WPでの議論の状況に応じ、暫定的な予定と
して2021年11月3日から11月10日にかけてWP1A、WP1B、
WP1Cが開催されることが周知された。

会合報告

■表4．新勧告案・勧告改正案

勧告名 表題 種別 担当WP

SM.1392-2＊ Essential requirements for a spectrum monitoring system for developing countries 改正 WP1C

SM.［FS-ACC］＊ Test procedure for measuring monitoring system field strength measurement accuracy in the VHF/UHF 
frequency range

新 WP1C

＊　同時採択承認手続（PSAA：Procedure of Simultaneous Adoption and Approval）により採択・承認を行うもの。ITUに回章がアップロードされた後、
2か月間の協議期間を設け、構成国から異議がなければ採択・承認される。

■表5．報告改正案

報告名 表題 種別 担当WP

SM.2405-0 Spectrum management principles, challenges and issues related to dynamic access to frequency bands 
by means of radio systems employing cognitive capabilities

改正 WP1B

SM.2130-1 Inspection of radio stations 改正 WP1C
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1．はじめに
　国際電気通信連合無線通信部門（ITU-R）SG5（地上業
務研究委員会）関連会合及びSG5会合が、2020年11月9日

（月）から23日（月）にかけて電子会議（e-Meeting）で
開催されたので、その概要を報告する。
　SG5は、陸上・航空・海上の各移動業務、固定業務、
無線測位業務、アマチュア業務及びアマチュア衛星業務を
所掌しており、議長は、英国のMartin Fenton氏が就任し
ている。副議長は計20名おり、我が国のNTTドコモ新氏
が務めている。SG5は表1に示すとおり、4つのWorking 
Party（WP）から構成される。
　以下では、本会合の主要議題と主な結果について報告
する。

■表1．SG5の構成（敬称略）

組織名 所掌 議長

SG5 地上業務 Martin Fenton（英国）

WP5A 陸上移動業務（IMTを除く）アマ
チュア業務、アマチュア衛星業務

Jose Costa（カナダ）

WP5B 無線測位業務、航空移動業務、
海上移動業務

John Mettrop（英国）

WP5C 固定業務 Pietro Nava（Huawei）

WP5D IMT Stephen Blust（AT&T）

2．WP5A第24回会合
（1）WP5Aの所掌及び会合の概要

　WP5Aは、IMTを除く陸上移動業務、一部の固定業務
（FWA：Fixed Wireless Access）、アマチュア業務及びア
マチュア衛星業務に関する技術的検討を実施している。こ
のうち、WG5の議長は我が国のソフトバンクの吉野氏が務め
ている。2020年11月9日（月）から20日（金）に開催された
第24回会合には、48か国から407名が参加登録し、日本か
らは22名が参加した。日本寄書7件を含む162件の入力文
書について検討が行われ、41件の文書が出力された。

■表2．WP5Aの審議体制（敬称略）

担務内容 議長

WP5A Jose Costa（カナダ）

WG1 アマチュア業務、アマチュア衛
星業務

Dale Hughes
（オーストラリア）

WG2 システムと標準 Lang Baozhen（中国）

WG3 PPDR（公共保安及び災害救援） Amy Sanders（米国）

WG4 干渉と共用 Michael Kraemmer
（ドイツ）

WG5 新技術 吉野 仁（日本）

（2）主要議題及び主な結果

①高度道路交通システム（ITS）に関する検討（LMH VOL.4 

ITS）

　2006年に、我が国が中心となり編集した陸上移動通信
ハンドブック第4巻　高度道路交通システム（LMH VOL.4 
ITS）が発行され、2017年より最新のITS無線通信技術を
反映させるべく、その改訂作業を実施している。
　今回の会合では、日本で実用化されているITS無線通信
システムに関する仕様や規格をハンドブックに正しく反映
し、今回会合をもって改訂作業を終了することを提案する
寄与文書を入力した。また、米国、韓国からも修正に関す
る寄与文書が入力された。各国の提案を基に修正作業が
進められ、今回会合において本ハンドブック改訂作業が完
了された。
②高度道路交通システム（ITS）に関する検討（研究課題

Q.261関連）

　近年、コネクテッドカー及び自動運転の実用化に向けて
セルラーV2Xをはじめ関連する無線通信技術も多様となっ
ていることを踏まえ、我が国の提案を受け、CAVに関する
新研究課題Q.261が作成された。また、前回会合において、
当該新研究課題に従い、各国の提案を基にCAVに関する
ITU-Rレポートの作業文書及び作業計画が作成された。
　今回の会合では、作業文書に対し、我が国をはじめとし

ITU-R SG5関係会合（WP5A、5B、5C）及び
SG5会合の結果について
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て米国、中国等から寄与文書が入力され、各国の提案を
おおむね反映させる形で修正がなされた。現在はCAVに関
連する情報を収集している段階であるため、今後の会合に
おいても作業文書として検討していくこととされた。
③テラヘルツ帯（275－450GHz）の移動・固定業務に

よる使用に関する検討（WRC-19議題1.15関連）

　Beyond 5Gでの使用が見込まれるテラヘルツ帯について、
WRC-19で、無線通信業務（能動）での使用に初めて特定
された。（275－296GHz、306－313GHz、318－333GHz、356－
450GHzの4つの周波数帯（総帯域幅137GHz）が、陸上移
動業務及び固定業務のアプリケーションでの使用に特定さ
れた。）これを受けて、前回会合において、我が国から提
案した252－296GHz帯の共用検討に関する作業文書の作
成及びその作業計画が合意された。
　今回の会合では、我が国は作業計画に則り、作業文書
の第1版を作成し、次回以降継続検討することとなった。

3．WP5B第24回＊会合
（1）WP5Bの所掌及び会合の概要

　WP5Bは、無線測位業務、航空移動業務及び海上移動
業務に関する技術的検討を実施している。2020年11月9日

（月）から20日（金）に開催された第24回会合には、51か国
から470名が参加登録し、日本からは13名が参加した。日
本寄書3件を含む175件の入力文書について検討が行われ、
57件の文書が出力された。

（2）主要議題及び主な結果

①WRC-23議題1.8の検討

　WRC-23に向けて議題1.8（無人航空システムの制御及び
非ペイロード通信による固定衛星業務の利用のための決議
155（WRC-15改）及びRR5.484Bの見直しと適切な規制条項

の検討）について改訂決議案、ICAO（国際民間航空機関）
へのリエゾン文書、無人航空機の制御用通信の特性及び共
用検討に関する報告/勧告、ガイドラインの検討が進められ
ている。議論を促進するため、制御用通信の特性に関する
報告/勧告の作業文書に、我が国からもパラメータ案の提案
を過去会合において行っており、同提案が適切に反映され
議論が進められるよう、議論の注視が必要とされている。
　前回会合ではICAOへのリエゾン文書の内容に合意でき
ず儀礼的なメッセージしか送付できなかったが、今回会合
において議題1.8に関する質問事項がICAOから再度送付
されていることを踏まえ、質問への具体的な回答をまとめ
た返信リエゾン文書案の策定にほとんどの時間が費やされ
た。その他の入力文書については紹介のみで具体的な審議
ができていないことから、決議155の改訂骨子を検討する
ためのCG（コレスポンデンスグループ）を設立し、次回会
合までの間でオンライン会合を実施することが合意された。
②DSC（デジタル選択呼出装置）による自動回線接続に

関する提案（ITU-R勧告M.493-15及びM.541-10の改訂）

　IMO（国際海事機関）において検討されているGMDSS
（海上における遭難及び安全の世界的制度）近代化におい
て、MF/HF帯無線通信は継続使用されることとなってお
り、MF/HF帯無線通信に不慣れな通信士を補助するため
にDSCを応用したACS（自動接続システム）機能の導入が
検討されている。DSCの技術特性はITU-R勧告M.493-15、
同運用手順はITU-R勧告M.541-10で定められており、DSC
を用いたACSの導入には両勧告の改訂が必要となる。
　我が国から、全体のコンセプトを提示するとともにITU-R
勧告M.493-15の改訂案を提案したところ歓迎のうえ受け入
れられ、ITU-R改訂勧告草案M.493-15に向けた作業文書
として議長報告に添付された。さらに我が国提案のコンセ
プトを基に、次回会合までの間にACSで使用する周波数や
運用手順の検討を進めるためのCGが設立され、附託事項
が作成された。

4．WP5C第24回会合
（1）WP5Cの所掌及び会合の概要

　WP5Cは、固定無線システム並びに30MHz以下の固定及び
陸上移動業務のシステムに関する技術的検討を実施している。
このうち、WG 5C-4の議長は我が国のNTT大槻氏が務めてい
る。2020年11月4日（水）から13日（金）に開催された第24回

＊　2020年7月開催のWP5B会合について第23回会合とすべきところ第24回としたため今回会合を第24回とする。

会合報告

■表3．WP5Bの審議体制（敬称略）

担務内容 議長

WP5B 無線測位業務、海上移動業
務及び航空移動業務

Mr.J.Mettrop（英国）

WG5B-1 無線標定関係（各種レーダー等） Mr.M.Weber（ドイツ）

WG5B-2 航空関係（WRC-23議題1.1、
1.6、1.7、等）

Mr.J.Andre（フランス）

WG5B-3 海上関係（WRC-23議題1.11等） Mr.J.Huang（中国）

WG5B-4 他の課題 Mr.J.Cramer（米国）

WP5B 
Adhoc1.8

本会合で新設 議題1.8関連 Per HOVSTAD（香港）
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会合には、42か国、41機関から267名が参加登録し、日本
からは14名が参加した。日本寄書1件を含む83件の入力文書
等が検討され、17件の出力文書が議長報告に添付された。

■表4．WP5Cの審議体制（敬称略）

担務内容 議長

WP5C 固定業務 Pietro Nava（Huawei）

WG5C-1 3GHz以下のシステム Brian Patten（米国）

WG5C-2 3－86GHzのシステム Nasarat Ali（英国）

WG5C-3 86GHz以上のシステム及び多
分野にまたがる課題

Haim Mazar（ATDI）

WG5C-4 勧告の修正、特定の周波数帯
に対応しない報告及びWRC-
23 議題9.1 c）

大槻 信也（日本）

（2）主要議題及び主な結果

①テラヘルツ帯（275－450GHz）における固定業務の

利用に関する検討

　ITU-R報告F.2416には、275－450GHz帯固定業務アプ
リケーションの技術運用特性が記載されている。
　今回の会合では、ITU-R勧告F.699（86GHz以下の固定
無線システムアンテナパターン）の改訂に資することを目的
としたF.2416の改訂提案として、220－330GHzにおけるア
ンテナ放射パターンの測定データを我が国が入力した結
果、F.2416の改訂に向けた作業文書に対して当該アンテナ
放射パターンが反映された。
　今後、適切にF.2416の改訂作業が進むよう、引き続き対処
していく。なお、前回会合で議論が行われた当該周波数帯
における地球探査衛星業務（受動）の保護条件の検討に関
してはカナダから新報告作成に向けた作業文書案が入力さ
れ、当該寄書に沿った作業文書が議長報告に添付された。
②100MHz－86GHz帯のアンテナパターンに関する検討

　前回のWP5C会合では、ITU-R勧告F.699の対象上限周
波数を86GHzから450GHzに拡張する改訂に係る作業文書
案が議論されたが、拡張の是非を判断するにはアンテナパ
ターンの測定結果が不足しているとの意見があり、エレメン
ト文書として今回の会合に持ち越されていた。
　今回の会合では、157GHzにおけるアンテナ放射パターン
の測定データをAPT（APTの文書は我が国からAPTへの
入力情報を基に作成。）が入力した結果、F.699の改訂に
向けた作業文書に対して当該アンテナ放射パターンが反映
されるとともに、我が国が入力した上述のF.2416改訂提案
に係る220－330GHzにおけるアンテナパターンもF.699に反
映された作業文書が作成された。今後、適切にF.699の改
訂作業が進むよう、引き続き対処していく。

5．SG5第17回会合
　2020年11月23日（月）に開催された第17回会合には、
44か国の主管庁及びその他の関連機関から247名が参加登
録した。日本からは24名が出席した。
　今会合には、各WPから勧告案や報告案等の文書をはじ
め、計15件の文書が入力された。
　審議の結果、勧告案については、WP5Bから上程された
改訂勧告案1件、WP5Cから上程された改訂勧告案1件及
びWP5Dから上程されたIMT-2020の詳細無線インタフェー
スに関する新勧告案1件が郵便による採択・承認同時手続
に付されることとなった。
　報告案については、WP5Cから上程された1件の新報告
案が承認された。
　結果を表2に示す。

■表5．今会合での採択または承認の結果

組織名 勧告（採択） 報告（承認）

WP5A 0件 0件

WP5B 1件 0件

WP5C 1件 1件

WP5D 1件 0件

計 3件 1件

6．今後の予定
　次回以降、各会合は以下のとおり開催される予定。
・WP5D会合：2021年3月1日（月）～3月12日（金）（電子

会議）
・WP5A会合、WP5C会合：2021年4月28日（水）～5月11日
（火）（電子会議）

・WP5B会合：2021年5月10日（月）～21日（金）（電子会議）

7．おわりに
　今回は、WP5A、5B、5Cにおいて、WRC-19の結果を
受けた検討、WRC-23議題の検討及び研究課題への対応
の検討が進められるとともに、SG5において、IMT-2020の
詳細無線インタフェース勧告の承認手続を進めることが合
意された。今回の会合において、日本からも積極的に議論
に貢献できたことは、長時間・長期間にわたる議論に参加
された日本代表団各位、会合前の寄書作成や検討に貢献
された関係各位のご尽力のたまものであり、この場を借り
て深く御礼申し上げる。
　また、我が国が一層貢献・活躍できるよう、今後の検討
に向けて関係各位の更なるご協力をお願い申し上げる。



ITUジャーナル　Vol. 51　No. 3（2021. 3）40

1．はじめに
　2020年12月7日から17日にかけてSG13の合同ラポータ会
合（初日と最終日の12月7日、17日はSG13プレナリ会合）が
開催された。2020年3月以降は新型コロナウイルスの流行
により、ITU-Tにおける各種会合と同様に今回のSG13会合
も電子会合により開催された。本会合では各勧告案の議論
とともにNew IP/Future Vertical Communication Networks
に関する課題設置の是非に関する議論やAutonomous 
Networksに関する新Focus Groupの設置に関する議論が
行われた。これらについて紹介したい。

2．New IP/Future Vertical Communication 
Networksに関する議論

2.1　これまでの経緯

　今回の会合で最も注目を集めた議論はNew IP/Future 
Vertical Communication Networks（FVCN）に関する新
課題の設置の是非をめぐる議論である。本件の議論の流れ
を図1に示している。FG-Net2030の検討を基にNew IP/
FVCNに関する新課題を2つの設置するものである。ITU-T
の次研究会期におけるSG13の新体制を検討するNSPアド
ホックで検討を進めてきたが、2019年9月のTSAG会合で
New IPに関する議論があった頃から課題設置を推進する

中国勢とこれに反対する欧米諸国、日本との論争が激しく
なってきた。2020年7月のSG13会合ではNew IP/FVCN以
外の12課題は来会期に向けて承認されたが、New IP/FVCN
に関する2つの新課題については承認されず、議論が継続
されてきた。2020年7月以降も妥協案を模索する動きはあっ
たが、両者の意見に隔たりが大きく議論は膠着状態であった。

2.2　主な論点

　New IP/FVCNを推進する中国勢とこれに反対する欧米
諸国、日本の論点を紹介したい。New IP/FVCNはFG-
Net2030で検討されたAR/VRなど先進的なアプリケーショ
ンのサポートのために必要とされている技術でセマンティッ
クなアドレス／ルーティング、衛星など多様なネットワークへ
の対応、低遅延／遅延時間保障といった特徴を備えること
となっている。
　欧米諸国、日本は反対理由として主に以下の3つの点を
指摘した。第一にNew IP/FVCNはインターネット関連技
術であり、インターネットに関する標準化検討はマルチス
テークホルダアプローチによりIETFなど既存のSDOで行
われるべきであるというもの。第二にAR/VRなど先進的
アプリケーションも既存のIPあるいはその発展技術で対応
可能であり新たなネットワーク層のプロトコルの必要性が十

ITU-T SG13（2020年12月会合）報告

後
ご

藤
とう

　良
よしのり

則
SG13副議長　WP2/13共同議長

日本電信電話株式会社　ネットワーク基盤技術研究所 主任研究員

会合報告

■図1．New IP/FVCNに関する議論の経緯
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分に説明されていないというもの。第三に新たなネットワー
ク層のプロトコルの導入は通信事業者の投資負担の懸念が
あるといった点である。これに対して中国側はNew IP/
FVCNはインターネットとは関係なく、産業用ネットワークの
ような大規模閉域網としての使い方も想定される、欧米諸
国の反対はNew IPという名称からインターネットを連想し
ているものであり、名称をFuture Vertical Communication 
Networksに変更して誤解を避けたい、既存のSDOの検討
との重複は避けるなどという主張を展開した。

2.3　本会合での議論

　本会合では欧米諸国、日本からNew IP/FVCNに反対
あるいは懸念を示す寄書が提出された。特に欧米諸国は
opposeという言葉を使い課題設置への反対姿勢を明確にす
るとともに議論の打切りを求めた。これに対して中国勢か
らNew IP/FVCNの必要性を主張しつつ、New IPとFVCN
は混同すべきでなく、インターネットとも関係ない旨主張す
る寄書を新課題のToRの修正案とともに提出した。また、
アフリカ諸国からFVCNはITU-Tの所掌範囲内のテーマで
あり、課題設置を支持する寄書が提出された。
　本件の議論の膠着状態を打開するためアドホックが設置
され、Alojz氏（スロベニア）が議長を務めた。アドホック
では冒頭より各国からNew IP/FVCNに対する基本的な考
えが繰り返し表明され、一部の参加者は本件の議論は打
ち切るべきでありアドホックの議論を進めるべきではないと
まで主張した。会合開始から2時間以上たってもアジェンダ
すら承認されないという状況であった。アドホックの成立そ
のものを疑問視する意見もあったことからSG13議長からア
ドホックはプレナリで正式に承認されていることが説明さ
れ議論を開始した。IETFとの合同ワークショップ開催など
事態打開に向けたアイデアが示される場面もあったが、終
始原則論の応酬で両者の主張は隔たったままであった。ア
ドホックそのものは特段の合意もなく終了した。また、中
国勢からは課題のToR案への修正提案も提出されていた
が、これについても合意は得られなかった。
　アドホックで結論が得られなかったことから最終日のプ
レナリに議論が持ち越された。プレナリでは改めて欧米諸
国を中心に本質的な懸念点が解決されておらず課題設置に
反対であるとしたうえで議論の継続に反対である旨意見が
相次いだ。中国勢、ロシアからは本件はITUの所掌範囲
内であり検討は可能、途上国は先進国で開催されるフォー
ラムへの参加が困難など課題設置を支持する意見が再度

表明された。議論の膠着状況が解消されていないことが確
認されたことからSG13議長よりWTSA決議1の7.2.3節に規
定されている手続きが提案された。
　WTSA決議1は課題設置の手続きとしてSG会合でコンセ
ンサスによる承認とその後のTSAGでの承認（endorse）を
定めている。WTSA決議1の7.2.3節はSG会合でコンセンサス
が得られなかった場合の手続きを規定しており、これによると
SGは検討の継続あるいはMember Stateへのconsultationが
行えると定めている。WTSA決議1の7.2.3節の実施はあまり
例がないことからTSBより手続きについて説明があり、Member 
StateへのconsultationはTAPの際に行われるconsultationと
同様の手続きであるとのことであった。WTSA決議1の7.2.3
節のMember Stateへのconsultationはsimple majorityを
承認の要件としており、少数の反対意見を押し切って成立さ
せることができる。このことから欧米諸国を中心にMember 
Stateへのconsultationへの反対意見が相次いだ。中には
Member Stateへのconsultationによる承認という手続きそ
のものが不要であるとの意見もあった。反対意見が多数あっ
たことからWTSA決議1の7.2.3節の手続きは否決された。
なお、WTSA決議1の7.2.3節は議長権限で発動できるので
はないかとの意見もあったが、SG会合としての承認で発動
するものである旨確認されている。また、WTSA決議1の
7.2.3節を含めNew IP/FVCNの新課題設置に関する手続
きがすべて否決されたことで少なくとも今会期はNew IP/
FVCNの新課題設置に関する議論を行わない旨SG13議長
から発言があった。
　New IP/FVCNに関する新課題の否決により、これと統
合する予定であった現行の課題2（NGN進化形）の扱いが
問題となった。各SGは2021年1月のTSAG会合に本来は
2021年からスタートするはずであった新会期に向けた課題
を提出するよう求められており、課題2についても結論を出
す必要があった。New IP/FVCNに関する議論が白熱した
こともあり、一部の参加者は課題2のToRを修正した場合、
New IP/FVCNに関する新課題が部分的にでも課題2に含
まれるのではないか、実質的に課題2をNew IP/FVCNの
課題として作り変えるのではないかとの疑問を持ったようで
あり、TSAGに提出する課題2のToRを明確化するよう求め
られた。直前まで課題2のToRの更新案が提示されなかっ
たことが疑問を深めた。結局課題2は2016年のWTSAで承
認されたToRを一切変更しない旨説明があり、課題2の継
続は承認された。なお、参考までに課題2を含めた現研究
会期と新研究会期の課題の関係を図2に示す。



ITUジャーナル　Vol. 51　No. 3（2021. 3）42

2.4　今後への教訓

　New IP/FVCNに関する課題設置は欧米諸国、日本の
反対により否決という結果となった。新しいネットワーク構
想を提案する際には他国から反対を受けることは珍しくな
く、特にインターネットとの関連を問われるような場合、イ
ンターネットガバナンス問題との関連でこのような反発を受
けることもあるだろう。そういった意味では他国の提案な
がら今後の教訓として他に解決策、対応の改善点がなかっ
たのか、考察するのも有益かと思う。
　まず、提案国以外の他国の支持が広がらなかった点は
最も大きな反省材料であるだろう。New IP/FVCNの議論
を通じて終始、推進派である中国勢と反対派である欧米
諸国、日本の対立という構造であった。ロシアやアフリカ
諸国からNew IP/FVCNを支持する寄書は提出されていた
ものの発言はそれほど多くなく、また支持理由も表面的な
もので具体性に欠けるという印象を持った。産業界からの
具体的なニーズに沿った提案であると説得力を持って説明
できればインターネットガバナンスの在り方といった政治色
の強い議論を避けられたかもしれない。アフリカ諸国の支
持にしても途上国の具体的なニーズを踏まえていることを
説明できれば説得力を増したと思われる。仮に課題が設置
されたにしても中国勢中心の活動であれば役職の配分や
勧告の支持メンバーに地域的な偏りが生じるので作業アイ

テムや勧告の承認など様々な場面で難しい状況に陥るだろ
う。様々な国から具体的な支持を集めることが重要である。
　New IP/FVCNとインターネットとの関係については終始
はっきりしなかった。今回提案された課題の1つはlarge 
scale deterministic networkingをテーマとしていた。大
規模であることを強調していたのはIETFでの検討とすみ
分けるためである。またもう1つの課題は複数のNWを組み
合わせるManyNetsに関するものであった。大規模なネット
ワーク、特に複数のサイトを接続するものであればグロー
バルな接続性を求められ、おのずとインターネットとの関係
を論じることになる。また、ManyNetsにしても異なるリン
ク層を跨いでネットワークを構成するIPと本質的に異なる点
を見いだしにくい。政治色の強い議論になった以上、単に
インターネットやIPとすみ分けるというだけでは主張として
不十分でインターネットやIPとの本質的な相違点を明確に主
張することが必要であった。また、新たなネットワーク層の
技術ありきではなく、既存のIPの利用を排除せず幅広い技
術的選択肢の1つとしてNew IP/FVCNを位置付けていれ
ば違った展開もあったかもしれない。この場合、Net2030
の検討の原点に返り、AR/VRなど先進的なアプリケーショ
ンをサポートするためのネットワーク要件の抽出を進めると
いうテーマ設定であればインターネットに関する政治的な議
論を避けられた可能性がある。

会合報告

■図2．現課題と新課題の対応
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　議論の進め方についてはSG内の技術議論に注力するこ
とが重要といえる。今回は2019年9月のTSAG会合でNew 
IPに関する議論を行い、それ以降欧米諸国の反発が強く
なったという経緯がある。それまでFGで技術的観点から
検討を進めてきたのにTSAGに持ち込んだことで政治色を
強めてしまったのではないだろうか。技術専門家が多く集
まるSGの議論は技術的観点から進めるべきであり、SGの
所掌をめぐる論争がある訳でもないのにわざわざTSAGに
持ち込むことの意義は理解しがたい。

3．FG-Autonomous Networksの新設
　楽天モバイルからFG-Autonomous Networksの設置が
提案された。このFGはネットワーク運用の自動化技術を検
討するもので、標準化の事前作業に注力することとなって
いる。既に機械学習をネットワーク運用に適用することを目
標にFG-ML5Gが設置され、議論が進んでいたこともあっ
て広範な支持があった。ネットワーク運用の自動化は標準
化コミュニティにおける注目のテーマであり、多くの標準化
団体がこの分野の検討を強化している。AI/MLの利用、
クローズドループ、run timeに特化／design timeを含む
など検討のアプローチは団体ごとに異なる。多くの標準化

団体が活動している中では重複活動の懸念はあるが、
ギャップ分析を含む標準化の事前作業は今後の活動を円滑
に進めるうえで重要である。一部に標準化の重複活動の観
点で懸念を示す意見もあったが、丁寧に説明したことで理
解を得られた。なお、当初の提案内容ではFGの活動期間
を2年とするようになっていたが、FGの活動期間は原則1年
であること必要に応じて延長も可能である点を説明し、取
りあえず1年の予定で活動することになっている。

4．完成した勧告、新規作業アイテムなど
　表2に示したように新勧告案4件、新技術レポート案1件
の作業開始を合意した。また、表3に示したように新勧告
案5件を勧告化合意した。

5．今後の会合予定
　次回のSG13会合は2021年3月1～12日に電子会合で開催
する予定である。

謝辞
　本報告をまとめるにあたり、ご協力いただいたSG13会合
の日本代表団の皆様に感謝します。

■表1．WP構成と課題（敬称略）

WP 課題 ラポータ

WP1：MT-2020 networks & Systems
議長：Hans KIM（KT）、
Luca PESANDO（テレコムイタリア）

Q.6, QoS aspects including IMT-2020 networks Taesang Choi（ETRI）、
Guosheng Zhu（Hubei Univ., Associate）

Q.20, IMT-2020：Network requirements & functional 
architecture

Namseok Ko（ETRI）、
Marco Carugi（Huawei, associate）

Q.21, Software-defined networking, network slicing and 
orchestration

谷川 和法（NEC）、
Yushuang Hu（China Mobile）、
Sangwoo Kang（KT, Associate）

Q.22, Upcoming network technologies for IMT-2020 & 
Future Networks

Cao Jiguang（China）、
Ved Kafle（NICT）

Q.23, Fixed-Mobile Convergence including IMT-2020 Nangxiang Shi（China Mobile）、
Jeong Yun Kim（ETRI）

WP2：cloud computing & big data
議長：後藤 良則（NTT）、
Fidelis ONAH（ナイジェリア）

Q.7, Big data driven networking and DPI Jinyou Dai（FiberHome）

Q.17, Requirements, ecosystem, and general capabilities for 
cloud computing and big data

Kangchan Lee（ETRI）、
Xiaown He（China Telecom, Associate）

Q.18, Functional architecture for cloud computing and big 
data

Zheng Huang（ZTE）、
Olivier Legrand（Orange）

Q.19, End-to-end Cloud computing management and 
security

Ying Cheng（China Unicom, Associate）
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WP3：Network Evolution & Trust
議長：Gyu Myoung LEE（韓国）、
Heyuan XU（中国）

Q.1, Innovative services scenarios, deployment models and 
migration issues based on Future Networks

Heechang Chung（HUFS）

Q.2, NGN evolution with innovative technologies including 
SDN and NFV

Yuan Zhang（China Telecom）

Q.5, Applying networks of future and innovation in 
developing countries

Simon Bugaba（Uganda）、
Elliot Kabalo（Zambia）、
Elliot Kabalo（Guinea, Associate）

Q.16, Knowledge-centric trustworthy networking and 
services

Gyu Myoung Lee（Korea）

■表2．2020年12月会合で作業開始が合意された勧告案など

勧告番号 タイトル 種別 課題 文書番号

TR.QKDN-mla Applications of Machine Learning in Quantum Key Distribution 
Networks

新技術レポート案 Q16/13 TD-517/WP3

Y.IMT2020-SOCN-
req-frame

Future networks including IMT-2020：requirements and framework 
for self-organizing core network

新勧告案 Q20/13 TD-680/WP1

Y.IMT2020-STI-NS Network slicing in satellite-terrestrial integration in IMT-2020 
networks and beyond

新勧告案 Q21/13 TD-689/WP1

Y.ICN-SEAN Architecture and Functional Framework for on-Site Elastic and 
Autonomous ICN

新勧告案 Q22/13 TD-697/WP1

Y.FMSC-frame Framework of fixed, mobile and satellite convergence in IMT-2020 
network and beyond

新勧告案 Q23/13 TD-706/WP1

■表3．2020年12月会合で合意、承認された文書

勧告番号 タイトル 種別 課題 文書番号

Y.3113
（Y.IMT2020-qos-lg）

Requirements and framework for latency guarantee in large scale 
networks including IMT-2020 network

新勧告案 Q6/13 TD-355/PLEN

Y.3056（Y.OBF_Trust） Framework for bootstrapping of devices and applications for open 
access to trusted services in distributed ecosystems

新勧告案 Q16/13 TD-356/PLEN

Y.3177
（Y.ML-IMT2020-NA-RAFR）

Architectural framework of artificial intelligence-based network 
automation for resource and fault management in future networks 
including IMT-2020

新勧告案 Q20/13 TD-357/PLEN

Y.3157
（Y.IMT2020-NSC）

IMT-2020 network slice configuration 新勧告案 Q21/13 TD-358/PLEN

Y.3135
（Y.FMC-SS）

Service scheduling for supporting FMC in IMT-2020 network 新勧告案 Q23/13 TD-359R1/PLEN
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1．会合概要
　ITU-Tにおける国際標準化活動のうちIoT及びスマートシ
ティ分野を対象とするSG20会合が、2020年12月16日に開
催された。2017～20年会期としては8回目、通算11回目の
開催となる。なお、本会合は新型コロナウイルスの感染拡大
防止のため、電気通信標準化局（TSB）が開発したWeb
ベースの電子会議ツール「My Meetings」を用いたリモー
ト会議の形態で開催された。
　今回会合はこれまでのSG20会合とは異なって、2020年7月
に開催された第7回SG20会合においてTAP（伝統的承認
手続）によって凍結（Determined）された3つの勧告案に
対する審議を目的とした1日のみの開催となった。

2．主要結果
　ITU-Tにおける公式発表によれば以下のとおり。
・参加者数：60名（うち、日本からの出席者は5名）
・TAPによって承認することが合意された勧告草案：2件
・TAPによる承認を延期することが合意された勧告草案：

1件

3．TAPに基づく勧告草案に対する加盟国諮問
（Menber States consultation）の結果

　2020年7月に開催された第7回SG20会合では、TAPによっ
てITU-T勧告Y.4559（work title：Y.UAV-BSI）、Y.4471

（work title：Y.NDA-arch）、Y.4908（work title：Y.IoT-
EH-PFE）の3つの草案が凍結（Determined）された。そ
の後、TAPによる加盟国諮問が実施された。加盟国のうち
8か国が2020年12月4日の期限前に返答、1か国が期限後に
返答した。加盟国からの返答のうち、70％以上がこれらの
勧告草案の承認をSG20会合の場で検討することを支持した
ものであったことから、ITU-T勧告 Y.4471、Y.4559及び
Y.4908の3つの草案の承認審議を進める権限をSG20に付

与するための条件は満たされた。

4．審議概要
　上記のとおり、今回会合では3つの勧告草案の承認につ
いて審議された。それぞれの勧告草案に対する審議結果の
概要は以下のとおり。

（1）Y.4471（旧名：Y.NDA-arch）：Functional architecture 

of network-based driving assistance for autonomous 

vehicles

　審議の結果、ITU-T勧告 Y.4471の草案承認については
次回の2021年5月に開催予定のITU-T SG20会合に延期す
ることが合意された。また、ITU-T SG16 Question 27、
Collaboration on ITS Communication Standards（CTIS）
及びFocus Group on AI for autonomous and assisted 
driving（FG-AI4AD）に対して、ITU-T勧告 Y.4471の草
案に関する最新の進捗を情報共有するとともに、2021年3月
31日を期限として同勧告草案へのコメントを求めることを目
的とした連絡文書を送付することが合意された。

（2）Y.4559（旧名：Y.UAV-BSI）：Requirements and 

functional architecture of base station inspection 

services using unmanned aerial vehicles

　審議の結果、ITU-T勧告 Y.4559を承認することが合意
された。

（3）Y.4908（旧名：Y.IoT-EH-PFE）：Performance evaluation 

frameworks of e-health systems in the IoT

　審議の結果、ITU-T勧告 Y.4908を承認することが合意
された。また、同勧告草案に関する最新の進捗を情報共
有することを目的とした連絡文書をITU-T SG16及びFocus 
Group on Artificial Intelligence for Health（FG-AI4H）

ITU-T SG20（IoT及びスマートシティ）

株式会社NTTデータ
経営研究所
コンサルタント

株式会社NTTデータ
経営研究所
シニアコンサルタント

株式会社NTTデータ
経営研究所
アソシエイトパートナー
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に送付することが合意された。

5．今後の会合予定
　次回SG20会合は2021年5月17日～27日に今回と同じくリ
モート会議の形態で開催される予定が示されている。

6．おわりに
　本稿では、2020年12月に開催されたITU-T SG20第8回
会合の審議結果について報告した。

　今回会合においても前回会合以前から見られていた、SG20
において新規勧告作成に積極的な国（中国、エジプト）と
消極的な国（アメリカ、カナダ、イギリス）との対立構図が
はっきりと見受けられた。（今回、審議された3つの勧告草
案が全て中国提案のものであった。）上記の流れを踏まえ、
我が国としてのSG20会合参加に際しては、我が国の方針
に照らし合わせつつ、勧告策定の様々なフェーズにある文
書やその審議状況等を幅広く注視し、今まで以上に我が国
のスタンスを明らかにした活動を推進していくことが望まれる。

ITUが注目しているホットトピックス

ITUのホームページでは、その時々のホットトピックスを“NEWS AND VIEWS”として掲載しています。まさに開催中の会合
における合意事項、ITUが公開しているICT関連ツールキットの紹介等、旬なテーマを知ることができます。ぜひご覧ください。

https://www.itu.int/en/Pages/default.aspx

会合報告

■表1．伝統的承認手続（TAP）によって承認することが合意された勧告草案

課題番号 勧告番号（旧作業項目名） 勧告名 関連文書番号 エディタ所属国

Q4/20 Y.4559（Y.UAV-BSI） Requirements and functional architecture of base station inspection 
services using unmanned aerial vehicles

SG20-R12 中国

Q7/20 Y.4908（Y.IoT-EH-PFE） Performance evaluation frameworks of e-health systems in the IoT SG20-R13 中国

■表2．伝統的承認手続（TAP）による承認を延期することが合意された勧告草案

課題番号 勧告番号（旧作業項目名） 勧告名 関連文書番号 エディタ所属国

Q3/20 Y.4471（Y.NDA-arch） Functional architecture of network-based driving assistance for 
autonomous vehicles

SG20-R11 中国
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　アジア・太平洋電気通信共同体（Asia-Pacific Telecom-
munity：APT）は、アジア・太平洋地域における電気通信及
び情報基盤の均衡した発展を目的として1979年に発足した
国際機関（本部：バンコク）であり、研修やセミナーを通じ
た人材育成、標準化や無線通信等の地域的政策調整等を
行っている。現在の加盟国数は加盟国38、準加盟国・地
域は4であり、賛助加盟員（民間企業等）は2020年12月時
点で138となっている。
　事務局は、事務次長の近藤勝則氏（日本）その他職員25名
で構成される。
　APTでは、3年に1回、次期3年間の活動の重要な指針
となる戦略計画、財政計画（分担金額及び各年の支出限
度額）等を決定する総会を開催するとともに、年に1回、次
年度業務計画案や予算案等について審議するための管理
委員会が開催されている。
　この度、APT第15回総会及び同第44回管理委員会が、
12月3日～10日までの間、バーチャル会議で開催されたので、
その結果概要を報告する。

1．APT第15回総会
1.1　開催期日及び開催方式

　2020年12月3日（木）～ 4日（金）（2日（水）に総会準備会
合を開催。）、APT事務局（バンコク）での物理的参加とバー
チャルでの審議によるハイブリット会議

1.2　出席者

　会議には、APT加盟国38か国及び準加盟国4か国・地
域のうち36か国から、各国代表団、賛助加盟員及び国際
機関からのオブザーバーを含め、約230名が出席した。（吉
田総務審議官が議長を行い、日本からは巻口国際戦略局
長、渡辺国際戦略局次長、柴山国際協力課長、西村国際
交渉専門官等が出席。）

1.3　主な審議概要・結果

　会議では、次会期（2021年～2023年）のAPT戦略計画、
次会期の年間予算の基準及び年次経費の支出限度額の審
議のほか、分担等級のプレッジなどが行われた。

　また、APT事務総長選挙及び同事務次長選挙が行われ、
2021年から3年間の新執行部が選出された。また、次回
2023年のAPT総会の開催国は保留となった。
（1）議長・副議長の選出

　総会議長に日本の吉田総務審議官が、総会副議長にはモ
ルディブのIlyas Ahmed氏及びタイのKalaya Chinatiworn
氏が立候補し、それぞれ全会一致で選出された。

（2）次期（2021年～2023年）事務総長及び事務次長の

選出

　事務総長は我が国の近藤勝則候補が、事務次長は中国
のLiu Ziping候補がそれぞれ初当選を果した。
（3）APT戦略計画（2021年～2023年）

　次期APT戦略計画案については、特段の反対意見もな
く全会一致で承認された。
（4）財政計画（2021年～2023年）

（i）2021年～2023年の年間予算の基準及び年次経費の支
出限度額の決定

　分担金の単位額については、COVID-19が拡大している
状況下でAPT加盟国が直面している困難を考慮して、
2021年～2023年までの間、据え置く（10,280米ドル）こと
が提案され、特段の反対意見もなく承認された。
　また、次会期各年度の支出限度額について審議が行わ
れたところ、以下のとおり決定した。
　　2021年度：3,132,532米ドル
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総務省　国際戦略局 国際協力課

アジア・太平洋電気通信共同体（APT）第15回
総会及び第44回管理委員会の開催結果について

■図1．議長を務める吉田総務審議官



■図2．APT本部において選挙実施
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　　2022年度：3,175,503米ドル
　　2023年度：3,222,827米ドル

（ii）分担等級のプレッジ、特別拠出金
　参加各国より、分担等級のプレッジが行われた。我が国
は、APTに対して積極的に財政的な貢献を継続するとして
現在と同じ「40単位」をプレッジし、EBC-Jを継続する旨
発言した。なお、韓国、中国から現在と同じ単位額（韓国：
20、中国：15）をプレッジし特別拠出金を提供し続ける旨
の発言が、オーストラリアからは年間256,000豪ドルをプレッ
ジする旨の発言がなされた。
（5）APT法的文書に関する管理委員会作業部会（WGMC）

報告書

　2014年に開催された総会（第13回）において、APT憲章
も含めたすべてのAPT法的文書を見直し、要すれば必要

な修正等を総会及び管理委員会に提案することを主な目的
として、WGMCが設立され、これまで計8回会合が開催さ
れており、総会ではその報告書について議論された。
　本会合では事務総長及び事務次長の選出手続きに関す
る改訂と分担金の延滞による会員の権利と利益の停止に関
する決議の改訂の決議案が承認された。
（6）次回第16回総会の日程

　第16回総会は日程、会場ともに未定とされ、事務局に一
任された。

2．APT第44回管理委員会
2.1　開催期日及び開催方式

　2020年12月7日（月）～10日（木）
　バーチャル会議

■図4．分担金について言及する西村国際交渉専門官■図3．近藤勝則氏による事務総長当選の宣誓・スピーチ

会合報告
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2.2　出席者

　会議には、APT加盟国38か国のうち35か国から、各国
代表団、賛助加盟員及び国際機関からのオブザーバーを
含め、約260名が出席した。（日本からは西村国際交渉専
門官等が出席。）

2.3　主な審議概要・結果

　会議では、2021年の業務計画及び同予算案の審議のほ
か、2020年度の各種活動報告等が行われた。また、次期
管理委員会及びAPT法的文書に関する管理委員会作業部
会の議長・副議長が選出された。
（1）議長・副議長の選出

　次期管理委員会議長にイランのAhmad Reza Sharafat
氏が、管理委員会副議長にはモンゴルのNaranmandakh 
Tumen-Ulzii氏及びラオスのPhavanhna Douangboupha
氏が選出された。
　また、APT法的文書に関する管理委員会作業部会の議
長に韓国のMina Seonmin Jun氏が、副議長には日本の上
野文誠国際政策課企画官が選出された。
（2）2021年業務計画

　APT事務局から2021年に予定されているICT政策・規制、
標準化、無線通信等の各種会合、研修やプロジェクト等を盛
り込んだ業務計画案が提案され、審議の結果、承認された。
（3）2021年予算

　審議の結果、業務計画実施のための約102万ドルを含む

一般予算案（約298万ドル）が承認された。
（4）次回第45回管理委員会の日程

　第45回管理委員会は日程、会場ともに未定とされ、事務
局に一任された。

3．おわりに
　2020年はコロナ禍により各国への渡航が難しく、APT
会合のほとんどがバーチャルで行われた。総会・管理委
員会に関しても当初は日本での開催が予定されていたが、
選挙はバンコクにあるAPT事務局で物理的に行い、主な
審議はバーチャルで行うというハイブリット開催に変更と
なった。
　何もかもが初めてとなった2020年の総会・管理委員会を
無事に終えることができ安心する一方で、各国からの参加
者との対面での触れ合いが無いことを少し寂しく感じ、対
面だからこそ学べることがあったと再認識した。先行きの
見えない状況ではあるが、一刻も早く現状が改善し、以前
のような日常が戻ることを切に願う。
　2021年2月からは近藤事務総長を筆頭とした新たなAPT
事務局の体制がスタートする。総務省では、引き続き、域
内のICT分野の持続的な発展のために加盟国やAPTが取
り組む各種活動を支援するとともに、当該取組みが我が国
企業等の海外展開支援につながるような取組みも併せて
行っていく所存であるため、関係各位の積極的なご参加及
びご協力を引き続きよろしくお願いしたい。

■図5．（左上から時計回りに）Areewan事務総長、近藤事務次長、Lee管理委員会議長、Chew管理委員会副議長
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　この度は日本ITU協会賞奨励賞を表彰いただき、誠にあ
りがとうございます。日本ITU協会の関係者の皆様、これ
までご指導いただきました多くの関係者の皆様方にこの場
を借りてお礼申し上げたいと思います。
　「これは本当に有用な提案方式なのか？」これは私が
2006年に初めて対応を任された3Gの回線・パケット分離
規制（DSAC）の仕様化で会議開始後の本格議論前に唐
突に受けた質問でした。技術観点の質疑を想定していたた
め不意をつかれましたが、それまでの理解を並べ立て有効
性を主張しました。このやり取りで、複雑性に懸念をもつ
多くの関係者の納得を得て仕様化に結び付けました。この
経験は私にとっての標準化活動の礎になっています。
　現在VoLTE等で用いられるIMSは、3GPPで2008年ごろ
からCommon IMSとして移動体網に限らずETSI TISPAN
で策定した仕様等も取り込み、固定網でも利用可能な仕様
になりました。ただ、移動体網と固定網で発想が異なるが
ゆえに仕様化が難しいことがありました。例えば、緊急呼
では特別なベアラを必要とする移動体網と接続・認証済み
回線を利用する固定網で接続時間短縮やシステムの最適
化要件が異なります。一部手順のすみ分けによる仕様化を
実現し、双方に適した仕様を策定しました。
　2017年より3GPPで5Gのコア網プロトコルの仕様化に携

わっております。早期の5Gマーケット展開の必要性という
共通認識の下に前倒しでNSA方式の仕様化を完成させ、ま
た5Gの新機能実現と柔軟なネットワーク構築の実現のため、
コア網でService Based Architectureを採用した5GCによ
るSA方式仕様の初版を2018年に完成させました。5GCは
コア網の大きなシステム変更で、新機能の追加に加え従前
システムが抱えていた潜在的な課題の改善にも対応しまし
た。さらなる機能追加・改善を次版以降でも進めています。
　5GCによるローミングでは、セキュリティの強化を軸とし
た事業者間での接続方式が見直されています。また標準外
ソリューションが使用されていたステアリング（SoR）が標
準化されました。3GPPやGSMAでの議論では各社の異な
る要件の調整が難航しましたが、確実性及びユーザ利便性
を高めることの重要性を訴求・仕様化し、従前システムの
抱えていた問題を解消にむけ前進させました。
　振り返ると、参加した標準化会合での積極的な発言と議
論や、参加関係者との会話を積極的に行うことが活動の幅
を広げることにつながったように思います。これまでも様々
な標準化提案を通じてネットワークの進化や付加価値の提
供を実現できたと思いますが、さらにマーケットに貢献で
きる機能や仕組みの標準化に今後とも取り組んでいきます。

3GPP・GSMAでのIMS、5Gの標準化活動

移動通信システムにおけるサービス要求条件・アーキテクチャの専門家として、ETSI TISPANにおいて
はIMSを移動体アクセス以外でも活用できるように、3GPPにおいてはDSACの導入・IMSの高度化と
5GCプロトコル仕様策定に、GSMAにおいては5Gローミング時制御に用いるプロファイル仕様策定に
大きく貢献した。

石
いしかわ

川　寛
ひろし 株式会社NTTドコモ　R&Dイノベーション本部 ネットワーク開発部 主査

https://www.nttdocomo.co.jp

この人・あの時
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　この度は日本ITU協会賞奨励賞をいただき、関係の皆
様に多大なる感謝を申し上げます。また、2020年10月には
万全の感染症対策を実施の上、式典を開催いただいた日本
ITU協会はじめご尽力いただいた皆様に厚く御礼を申し上
げます。
　私は1996年にNTTに入社、2003年から2006年にかけて、
NTT東日本の国際室にてAPT（アジア・太平洋電気通信
共同体）やJICA、NTTベトナム（現NTTイーアジア）を
通じた国際協力の業務に従事しました。
　特にAPTについては、日本政府からの特別拠出金を活
用した人材育成研修、国際共同研究、パイロットプロジェ
クトの企画・運営に従事しました。
　APT研修では、アジア・太平洋地域の政策担当者、技
術担当者に対し、当時の先端技術であったブロードバンド
やNGN、電子政府などを主なテーマとして、NTTの研究
所をはじめNTTグループ各社や関連企業とも連携して研修
の企画・運営を行いました。
　また、国際共同研究では、フィリピンの国立研究機関で
あるASTI（先端技術研究機関）などと共同で、フィリピン
のルーラルエリアに広帯域FWAと農業用フィールドサー
バーを設置し、農業センシングの実証実験を行ったほか、
マニラでは、市街地において大気中のNO2やSPMなど汚染
物質の濃度を測定し、日比両国のサーバーにデータを送信
し、NTT環境エネルギー研究所の３次元シミュレーション

技術を用いて解析して、大気汚染と交通量・交通流の相関
を調査しました。
　パイロットプロジェクトでは、インドネシアにて、現地の
情報通信省やマラン市、公立大学、また日本から慶応大学、
東京大学、塩尻市などの協力も得て自律継続的に運営され
るテレセンタモデルの構築を目指して、現地の市庁舎や複
数の中学、高校、大学、テレセンタを結びインターネット接
続と教育コンテンツの配信環境を構築するプロジェクトを遂
行しました。
　国際室では多くの先輩方や同僚、関係機関や各国の参
加メンバーの方 と々ゴールを共有することで、何とかプロジェ
クトを成功させることができたと実感しております。
　現在、新型コロナウイルス感染拡大の影響で、オンライン
で様々な価値を提供するICTのチカラがかつてなく高まっ
ていると感じています。私は現在、地方自治体、地域金融
機関、ベンチャー企業などと連携した地方創生の業務に携
わっており、AIやIoTなど先端技術を活用し、農業、交通、
決済、コミュニケーションなどの分野で生活者の利便性を
高める挑戦を行っています。国際協力の経験と地方創生の
経験を結び付け、日本の強みを生かしたスーパーシティな
どの地方創生モデルを構築するとともに、将来的にはそれ
を海外に輸出することで、開発途上国の生活水準の向上、
SDGs達成への貢献を目指して今後も活動していきたいと思
います。

国際協力と地方創生

2003年から2006年にかけてAPT共同研究やAPT研修の企画・運営を主導。プロジェクトを通じてベ
トナムをはじめとした海外キャリア、研究機関との関係強化に貢献。現在、ビジネスイノベーション本部
で地方創生の業務に従事しており、今後も開発途上国におけるビジネスベースの事業推進での活躍を期
待できる。
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東日本電信電話株式会社　ビジネスイノベーション本部 地方創生推進部
担当課長

https://www.ntt-east.co.jp/
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編集委員より

　編集委員を務めて約10か月が経ちました。これまで何回か編集委員会

に出席し、本誌作成のプロセスを経験してきましたが、まだ十分に役に

立っているとは言えず、毎月の企画を考え、記事の準備を進める他の編

集委員や協会の皆様の企画力、段取りの良さに感服しています。さて、

本巻末言を書いているのは非常事態宣言が発出されてから数週間後で

すが、新型コロナウィルス感染症の感染者数はやや減少傾向にあるとは

いえ、いまだに高い水準であり、予断を許さない状況と感じています。

飲食店への時短営業の要請、リモートワーク推進や会食等の自粛など、

社会・経済への影響が長期化していますが、標準化活動についても例

外ではなく、これまで常識と思われていた慣習が大きく変わりました。

　その一つが標準化会合のバーチャル会議での開催です。これまでは、

難しい案件でのコンセンサス形成には、交渉やロビー活動のため対面で

の会合参加が必須と考えられてきましたが、現在はすべての国際会合が

バーチャルで開催されていると言っても過言ではありません。これには

一長一短があり、現地に行かなくても会合に参加できるメリットがあり

ますが、時差の関係で1日の会合開催時間が限られることと、それによ

る審議の遅延など、制約も多くあります。また、ITU-TのSG会合では、

プレナリ会合での審議進捗の遅れを取り戻すため、日本時間の深夜に

まで及ぶラポータ会合（中間会合）の開催頻度が大幅に増えており、参

加者の負担が増加しているのではないかと思われます。

　また、会議の効率面の課題だけでなく、標準化活動に参画するにあ

たり、外国の参加者と直接会って議論すること、会合以外の場で交流す

ることも、信頼関係を構築するための貴重な経験と思います。近年標準

化活動に参加された方、またこれから参加される方にとってもそのよう

な経験の場を得られるように、新型コロナウィルス感染症の1日も早い終

息を祈ります。

コロナ禍の標準化活動への影響は！？

日本電信電話株式会社
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編集後記

　ローカル5Gは、携帯電話事業者による5Gの全国サービスと
は別に、地域や産業の個別ニーズに応じて、地域の企業や自治
体等の様々な主体が、自らの建物内や敷地内でスポット的に柔
軟に5Gを構築できる仕組みであり、IoT時代における新しい無線
システムとして期待されています。
　主な特徴としては、全国向け5Gサービスのエリア展開が遅れ
る地域において、5Gシステムを先行して構築可能となり、また、
特定の用途に特化した設定、制御を行うことができ、工場での
ロボットの制御など、超低遅延、高信頼性が要求される通信を
実現するために柔軟に設定することが可能となります。加えて、
セキュリティ管理が必要な情報をすべてローカルの閉域網に閉じ
ることができるため、独立性の高いセキュアなネットワークを構
築することが可能になる、といった点が挙げられます。
　今、日本におけるローカル5Gはどう動いているでしょう。本号
特集「ローカル5Gの展開」、ぜひご一読ください。

情報プラザ
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